
 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

活動 要保護者対策地域協議会開催回数（回） 1 1 1 1 1
指標
活動 実務者会議開催回数（回） 12 12 12 12 12
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 131 125 117 266 合計 117,400 円
報償費 110,000 円

財
　
源

特定財源 13 45 59 72 使用料及び賃借料 7,400 円

一般財源 118 80 58 194

職員人件費　② 3,262 3,589 3,537 3,685

総事業費（①＋②） 3,393 3,714 3,654 3,951

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 子育て支援交付金（国）

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

５

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 福祉安全

基本施

　

策 次世代育成・子育て

刈

支援
施策体系

施策の内

谷

容 子どもが健やかに育

市

つ環境づくり

目
　
　
　

事

的

　地域における要保

務

護児童、要支援児童、

事

特

主
た
る
内
容

「刈谷市

業

要保護者対策地域協議

評

会」の運営を
定妊婦、

価

虐待を受けている高齢

シ

者または障害 行う。
者

ー

、配偶者からの暴力を

ト

受けた者等（要保護 ・

（

地域協議会、実務者会

様

議、ケース検討会議
者

式

）の早期発見及び適切

１

な保護、または支援 の

）

開催
並びにその家族等

会

関係者に対する適切な

計

支援 ・関係職員の資質

名

の向上を図るための研

担

修会
を図る。 への参加

当

・福祉関係職員や地域

部

住民等に対する要保護

次

者に関する理解を深め

世

る講演会の開催等の啓

代

発活動

位
置
づ
け

関連計

育

画 刈谷市次世代育成支

成

援行動計画

根拠法令 児

部

童福祉法　児童虐待の

一

防止等に関する法律

対

般

象者 要保護者とその家

会

族等関係者 事業期間 平

計

成１７年度 ～

実施方法

要

■直営　□委託　□指

保

定管理　□補助・助成

護

　□その他

者対策地域協議会

Ｂ
　
事

事

　
業
　
実
　
績

２２年度

業

実績 ２３年度実績 ２４

担

年度実績 ２５年度計画

当

要保護者対策地域協議

課

会、実 要保護者対策地

子

域協議会、実 要保護者

育

対策地域協議会、実 要

て

保護者対策地域協議会

支

、実
務者会議、ケース

援

検討会議等 務者会議、

課

ケース検討会議等 務者

款

会議、ケース検討会議

項

等 務者会議、ケース検

目

討会議等
を開催 を開催

担

を開催 を開催

　要保護

当

者対策地域協議会、実

係

務者会議、ケース検討

児

会議等を開催し、関係

童

機関の連携を図るとと

福

もに、要保護児童等に

祉

成果 対する適切な支援

係

を行った。

(できたこ

3

と)

　引き続き虐待防

1

止と要保護者の早期発

1

見、早期対応に努めていく。
課題

(できなか



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,671 4,825 4,844 5,036 合計 4,844,020 円
賃金 4,823,200 円

財
　
源

特定財源 4,275 4,054 2,957 2,800 旅費 14,420 円
負担金、補助及び

一般財源 396 771 1,887 2,236 交付金 6,400 円

職員人件費　② 1,450 1,795 1,061 1,105

総事業費（①＋②） 6,121 6,620 5,905 6,141

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　

２

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

５

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

年

　
要

総合計画
分野 福祉

度

安全

基本施策 次世代育

　

成・子育て支援
施策体

刈

系
施策の内容 子どもが

谷

健やかに育つ環境づく

市

り

目
　
　
　
的

　家庭児

事

童の福祉に関する相談

務

や援助、指導

主
た
る
内

事

容

　子育て支援課に家

業

庭児童相談室を設置し

評

、
業務の充実強化を図

価

り、児童の生活安定に

シ

努 児童福祉専門職員と

ー

して家庭児童相談員を

ト

配
める。 置することに

（

より、家庭児童の福祉

様

に関する
業務のうち、

式

専門的知識・技術を必

１

要とする
相談事項につ

）

いて、深度のある指導

会

助言を行
う。

位
置
づ
け

計

関連計画 刈谷市次世代

名

育成支援行動計画

根拠

担

法令 市町村児童家庭相

当

談援助指針

対象者 市民

部

事業期間 昭和５７年度

次

～

実施方法 ■直営　□

世

委託　□指定管理　□

代

補助・助成　□その他

育成部

一般会計
家庭

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

児

績

２２年度実績 ２３年

童

度実績 ２４年度実績 ２

相

５年度計画

家庭児童相

談

談員2名の配置 家庭児

事

童相談員2名の配置 家

業

庭児童相談員2名の配

担

置 家庭児童相談員2名

当

の配置
対象者への指導

課

助言 対象者への指導助

子

言 対象者への指導助言

育

対象者への指導助言

　

て

小中学校、幼稚園・保

支

育園、民生・児童委員

援

、個人等からの子ども

課

に関する相談について

款

随時対応し、児童の生

項

活安定

成果 を図った。

目

(できたこと)

　相談

担

内容の多様化・複雑化

当

に伴い、より幅広い知

係

識が求められる。
課題

児

(できなか 

 ったこ

童

と)

指標名称（単位）

福

実績値 目標値

２２年度

祉

２３年度 ２４年度 ２５

係

年度 ２７年度

活動 相談

3

対応件数（件） 52 6

2

2 60 ― ―
指標

 
指標

1

 
他市との
比較検証



の返還等に関する事務が継続される。また、平成24年4月からの新法の児童手当については継続的に対応する必要が
(できなか 

ある。
 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

活動 児童手当受給者数（人）（6月期払い） 9,156 ― 13,296 ― ―
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 201,875 0 0 2,992,377 合計 0 円

財
　
源

特定財源 150,842 0 0 2,541,000

一般財源 51,033 0 0 451,377

職員人件費　② 725 359 5,100 5,527

総事業費（①＋②） 202,600 359 5,100 2,997,904

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

５

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 福

度

祉安全

基本施策 次世代

　

育成・子育て支援
施策

刈

体系
施策の内容 子ども

谷

が健やかに育つ環境づ

市

くり

目
　
　
　
的

　家庭

事

等における生活の安定

務

に寄与するとと

主
た
る

事

内
容

　中学校修了前の

業

児童を対象として、下

評

記の
もに、次代の社会

価

を担う児童の健やかな

シ

成長 月額で児童手当・

ー

特例給付を支給する。

ト

に資する。 　0歳～3

（

歳未満（一律）　　　

様

　 15,000円
　

式

3歳～小学校修了前（

１

第1・2子）10,0

）

00円
　　　　　〃　

会

　　 （第3子～） 

計

15,000円
　中学

名

生（一律）　　　　　

担

　　 10,000円

当

　所得制限世帯（特例

部

給付・一律）5,00

次

0円
支給月　2月、6

世

月、10月

位
置
づ
け

関

代

連計画 刈谷市次世代育

育

成支援行動計画

根拠法

成

令 児童手当法

対象者 小

部

学校修了前の児童を養

一

育している者 事業期間

般

昭和４９年度 ～

実施方

会

法 ■直営　□委託　□

計

指定管理　□補助・助

児

成　□その他

童手当支給事業
担

Ｂ
　

当

事
　
業
　
実
　
績

２２年

課

度実績 ２３年度実績 ２

子

４年度実績 ２５年度計

育

画

児童手当の支給 児童

て

手当の支給（現況届未

支

提 児童手当(旧法)の

援

支給（現況 児童手当(

課

新法)の支給、児童
出

款

者・所得更正者分） 届

項

未提出者・所得更正者

目

分） 手当(旧法)の支

担

給（現況届未
提出者・

当

所得更正者分）

　平成

係

22年度子ども手当制

子

度の創設により、児童

育

手当(旧法)の支給は

て

平成22年6月期の定

支

期支払をもって完了。

援

以後は、

成果 現況届未

係

提出者等の管理・支給

3

を制度に従い適正に行

2

った。

(できたこと)

1

　児童手当法の時効の観点により、旧法の児童手当は、平成23年度から平成26年度まで手続未完了者への支払事務及び過
課題

払金



た。

(できたこと)

　子ども手当の時効の観点により、平成26年度まで手続未完了者への支払い事務及び過払金の返還等に関する事務が継続
課題

される。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

活動 子ども手当受給者数（人）（６月期払い） 12,792 13,277 13,628 ― ―
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,920,964 3,335,935 2,950,462 2,118 合計 2,950,461,548 円
賃金 2,336,660 円

財
　
源

特定財源 2,489,511 2,937,124 2,473,624 1,822 旅費 4,980 円
需用費 704,716 円

一般財源 431,453 398,811 476,838 296 役務費 5,372,169 円
委託料 8,462,171 円

職員人件費　② 6,524 6,461 1,768 737 使用料及び賃借料 365,8

Ｄ

52 円
扶助費 2,9

　

33,215,000

　

 円

総事業費（①＋②

　

） 2,927,488

Ｏ

3,342,396 2

　

,952,230 2,

　

855

建
設
事
業

全体事

∧

業費（単位：千円） 0

　

２４年度特定財源名称

　

２４年度迄の累積事業

実

費 0 被用者３歳以上小

　

学校修了前
子ども手当

　

負担金（国）他

２６年

施

度以降の事業費見込 0

　
　
∨

平成

Ｐ
　
　

２

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

５

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

年

　
概
　
要

総合計画
分野

度

福祉安全

基本施策 次世

　

代育成・子育て支援
施

刈

策体系
施策の内容 子ど

谷

もが健やかに育つ環境

市

づくり

目
　
　
　
的

　家

事

庭等における生活の安

務

定に寄与するとと

主
た

事

る
内
容

　中学校修了前

業

の子どもを対象として

評

、下記
もに、時代の社

価

会を担う子どもの健や

シ

かな成 の額で子ども手

ー

当を支給する。
長に資

ト

する。 平成23年10

（

月分～24年3月分（

様

特別措置法）
　手当月

式

額　0歳～3歳（一律

１

）　　15,000円

）

　　　　　　3歳～小

会

学校修了前
　　　　　

計

　　（第1子・第2子

名

）　10,000円
　

担

　　　　　　（第3子

当

以降）　　 15,0

部

00円
　　　　　　中

次

学校修了前（一律）1

世

0,000円
　   

代

       所得制

育

限　なし
　平成26年

成

度末まで、保留者に対

部

する支給に
備える。

位

一

置
づ
け

関連計画 刈谷市

般

次世代育成支援行動計

会

画

根拠法令 平成23年

計

度における子ども手当

子

の支給等に関する特別

ど

措置法

対象者 中学校修

も

了前の子どもの主な生

手

計維持者 事業期間 平成

当

２２年度 ～ 平成２４年

支

度

実施方法 ■直営　□

給

委託　□指定管理　□

事

補助・助成　□その他

業
担当課 子育て支援

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

課

績

２２年度実績 ２３年

款

度実績 ２４年度実績 ２

項

５年度計画

子ども手当

目

の支給 子ども手当（つ

担

なぎ法及び特 子ども手

当

当の支給 子ども手当（

係

つなぎ法及び特
別措置

子

法）の支給 児童手当(

育

新法)の支給 別措置法

て

）の支給
　・所得制限

支

6月から
　・適用者手

援

当月額5,000円

　

係

民主党マニフェストに

3

より平成22年度から

2

開始された子ども手当

1

及び平成24年4月より開始された児童手当（新法）を

成果 適正に支給し、子どもの育成に寄与することができ



 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 289,421 313,104 321,886 343,303 合計 321,885,861 円
報償費 6,000 円

財
　
源

特定財源 96,314 104,233 108,730 114,293 旅費 1,660 円
需用費 195,421 円

一般財源 193,107 208,871 213,156 229,010 役務費 216,000 円
扶助費 321,466,780 円

職員人件費　② 5,074 3,589 3,190 3,685

総事業費（①＋②） 294,495 316,693 325,076 346,988

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 児童扶養手当給付費負担金
各種返還金

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

５

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 福祉安全

基本施策 次

　

世代育成・子育て支援

刈

施策体系
施策の内容 子

谷

どもが健やかに育つ環

市

境づくり

目
　
　
　
的

　

事

父又は母と生計を同じ

務

くしていない児童が

主

事

た
る
内
容

　母子家庭の

業

母又は父子家庭の父（

評

父又は母
育成される家

価

庭の生活の安定と自立

シ

の促進に が重度の障害

ー

の状態にあるものを含

ト

む）に対
寄与するため

（

、当該児童について、

様

児童扶養 し児童扶養手

式

当を支給する。
手当を

１

支給し、もって児童の

）

福祉の増進を図 支給額

会

（月　額）
る。 　　　

計

　1人目　　　　　4

名

1,430円
　　　　

担

2人目　　　　　 5

当

,000円
　　　　3

部

人目以降1人　　3,

次

000円
　　　　所得

世

制限　有
支給月　4月

代

、8月、12月

位
置
づ

育

け

関連計画 刈谷市次世

成

代育成支援行動計画

根

部

拠法令 児童扶養手当法

一

対象者 母子家庭の母又

般

は父子家庭の父 事業期

会

間 昭和３７年度 ～

実施

計

方法 ■直営　□委託　

児

□指定管理　□補助・

童

助成　□その他

扶養手当支給事業

Ｂ

担

　
事
　
業
　
実
　
績

２２

当

年度実績 ２３年度実績

課

２４年度実績 ２５年度

子

計画

児童扶養手当の支

育

給 児童扶養手当の支給

て

児童扶養手当の支給 児

支

童扶養手当の支給
支給

援

額41,550円→4

課

1,430円

　母子家

款

庭及び父子家庭等に児

項

童扶養手当を支給する

目

ことにより、児童の福

担

祉の増進を図ることが

当

できた。

成果

(できた

係

こと)

　受給者数が減

子

少に転じたが、更新手

育

続きを行なわない受給

て

者、時効により受給資

支

格を失う者は増加傾向

援

にある。
課題

(できな

係

か 

 ったこと)

指標

3

名称（単位）
実績値 目

2

標値

２２年度 ２３年度

1

２４年度 ２５年度 ２７年度

活動 児童扶養手当受給者数（人） 692 703 685 ― ―
指標



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 48,139 48,926 49,495 52,424 合計 49,495,200 円
扶助費 49,495,200 円

財
　
源

特定財源 0 0 10 0

一般財源 48,139 48,926 49,485 52,424

職員人件費　② 2,537 2,154 2,483 2,579

総事業費（①＋②） 50,676 51,080 51,978 55,003

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 各種返還金

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

５

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 福

度

祉安全

基本施策 次世代

　

育成・子育て支援
施策

刈

体系
施策の内容 子ども

谷

が健やかに育つ環境づ

市

くり

目
　
　
　
的

　遺児

事

の健全な育成と福祉の

務

増進を図る。

主
た
る
内

事

容

　母子家庭の母又は

業

父子家庭の父（父又は

評

母
が一定以上の障害の

価

状態にあるものを含む

シ

）
に対し遺児手当を支

ー

給する。
支給額　　月

ト

額2,400円
　　　

（

　　所得制限無し
支給

様

月　　3月（10～3

式

月分）
　　　　　9月

１

（ 4～9月分）

位
置

）

づ
け

関連計画 刈谷市次

会

世代育成支援行動計画

計

根拠法令 刈谷市遺児手

名

当支給条例

対象者 母子

担

家庭の母又は父子家庭

当

の父 事業期間 昭和４６

部

年度 ～

実施方法 ■直営

次

　□委託　□指定管理

世

　□補助・助成　□そ

代

の他

育成部

一般会計
遺

Ｂ
　
事
　
業
　

児

実
　
績

２２年度実績 ２

手

３年度実績 ２４年度実

当

績 ２５年度計画

遺児手

支

当の支給 遺児手当の支

給

給 遺児手当の支給 遺児

事

手当の支給

　遺児手当

業

を支給することにより

担

、福祉の増進を図るこ

当

とができた。

成果

(で

課

きたこと)

　愛知県遺

子

児手当は5年間限定の

育

制度であり、また平成

て

２５年度から手当の減

支

額、年金受給者への支

援

給廃止等を行った。
課

課

題
市単独の手当は、月

款

額2,400円の妥当

項

性、所得制限を設ける

目

べきか等を検討する必

担

要がある。
(できなか

当

 

 ったこと)

指標名

係

称（単位）
実績値 目標

子

値

２２年度 ２３年度 ２

育

４年度 ２５年度 ２７年

て

度

活動 遺児手当受給者

支

数（人） 1,108 1

援

,216 1,215 ―

係

―
指標

 
指標

 
他市と

3

の
比較検証

2 1



位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

活動 介護給付費給付件数（件） 753 817 1,334 ― ―
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 57,891 56,271 120,568 156,793 合計 120,567,646 円
役務費 258,800 円

財
　
源

特定財源 35,701 37,085 87,865 114,571 委託料 2,700,000 円
負担金、補助及び

一般財源 22,190 19,186 32,703 42,222 交付金 1,051,000 円
扶助費 116,557,846 円

職員人件費　② 2,537 3,087 2,830 2,948

総事業費（①＋②） 60,428 59,358 123,398 159,741

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 障害児通所支援事業費補助金
（国）

２６年度以降の事業費見込 0 障害児通所支援事業費補助金

Ｄ

（県）

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

５

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 福

度

祉安全

基本施策 障害児

　

・者福祉
施策体系

施策

刈

の内容 障害福祉サービ

谷

スの充実

目
　
　
　
的

　

市

障害児通所支援として

事

障害児にとって身近

主

務

た
る
内
容

　障害児等が

事

日常生活や集団生活へ

業

の適応な
な地域におい

評

て、障害の種別にかか

価

わらず、 どの指導・訓

シ

練を受ける障害児通所

ー

支援の利
かつ障害特性

ト

に応じた専門的な支援

（

を行う。 用に対する障

様

害児通所給付費を、国

式

保連合会
を通じて施設

１

、事業所に給付する。

）

　また、市内で児童発

会

達支援を行う事業(基

計

準
あり）に対し、その

名

運営の安定を図るため

担

、
補助金を交付する。

当

 

位
置
づ
け

関連計画 刈

部

谷市障害者福祉計画　

次

刈谷市次世代育成支援

世

行動計画

根拠法令 児童

代

福祉法

対象者 障害児及

育

び発達に心配のある児

成

童 事業期間 平成１５年

部

度 ～

実施方法 ■直営　

一

□委託　□指定管理　

般

□補助・助成　□その

会

他

計
障害児通所支援

Ｂ
　
事
　
業
　
実

事

　
績

２２年度実績 ２３

業

年度実績 ２４年度実績

担

２５年度計画

児童デイ

当

サービスに係る補助 児

課

童デイサービスに係る

子

補助 障害児通所支援に

育

係る補助金 障害児通所

て

支援に係る補助金
金の

支

交付 金の交付 の交付 の

援

交付
児童デイサービス

課

に係る介護 児童デイサ

款

ービスに係る介護 障害

項

児通所支援に係る通所

目

給 障害児の相談業務に

担

係る委託
給付費の支給

当

給付費の支給 付費の支

係

給 障害児通所支援に係

児

る通所給
付費の支給

　

童

障害児通所支援事業に

福

対する通所給付費の給

祉

付、事業者への補助金

係

の交付、委託を適正に

3

行った。

成果

(できた

2

こと)

　児童福祉法の

1

一部改正により、今後、障害児の通所支援を行っていくうえで必要な機能を備えていく。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単



係

上回る申請件数であり

3

、保護者のニーズの高

2

さを伺うことができる

1

。事業開始
課題

当初は、安全基準を満たす自転車が比較的高価であったが、現在では安価なものも流通している。平成24年10月に補助額
(できなか 

の減額を行った後、申請件数も減少傾向にあり、平成25年度で事業を終了する計画である。
 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

活動 自転車購入費補助件数（台） 375 355 405 400 ―
指標

 
指標

豊田市では当初の計画どおり平成24年3月末で事業を終了させた。 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 11,024 10,541 11,515 8,000 合計 11,514,900 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 11,514,900 円

一般財源 11,024 10,541 11,515 8,000

職員人件費　② 2,102 1,436 1,422 2,211

総事業費（①＋②） 13,126 11,977 12,937 10,211

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

５

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 福祉

　

安全

基本施策 次世代育

刈

成・子育て支援
施策体

谷

系
施策の内容 子どもが

市

健やかに育つ環境づく

事

り

目
　
　
　
的

　日常生

務

活において、自転車に

事

保護者と同乗

主
た
る
内

業

容

　道路交通法に定め

評

られた安全基準を満た

価

す
する幼児の安全性を

シ

確保し、安全基準を満

ー

た 幼児2人同乗用自転

ト

車を購入した者に対し

（

、一
した自転車を必要

様

として購入した子育て

式

家庭 定額の補助金を交

１

付する。
への経済的負

）

担の軽減を図る。 要　

会

件
　新車の幼児2人同

計

乗用自転車を自らが養

名

育す
る小学校就学前の

担

子どもの送迎等に使用

当

する
目的で購入する個

部

人で、市内に住所を有

次

する
者
補助額
　幼児2

世

人同乗用自転車、幼児

代

用座席及びヘル
メット

育

の購入費の2分の1に

成

相当する額で、上
限2

部

万円

位
置
づ
け

関連計画

一

 

根拠法令 刈谷市幼児

般

2人同乗自転車購入費

会

補助金交付要綱

対象者

計

幼児2人同乗用自転車

幼

を購入した者 事業期間

児

平成２１年度 ～ 平成２

２

５年度

実施方法 ■直営

人

　□委託　□指定管理

同

　□補助・助成　□そ

乗

の他

用自転車購入費補

Ｂ
　
事
　
業
　

助

実
　
績

２２年度実績 ２

事

３年度実績 ２４年度実

業

績 ２５年度計画

刈谷市

担

幼児2人同乗用自転車

当

購刈谷市幼児2人同乗

課

用自転車購刈谷市幼児

子

2人同乗用自転車購刈

育

谷市幼児2人同乗用自

て

転車購
入費補助金交付

支

要綱に則り、 入費補助

援

金交付要綱に則り、 入

課

費補助金交付要綱に則

款

り、 入費補助金交付要

項

綱に則り、
補助金の交

目

付 補助金の交付 補助金

担

の交付 補助金の交付
1

当

0月より上限額2万円

係

　子育て支援の観点か

子

ら、遅滞なく補助金を

育

交付することができた

て

成果

(できたこと)

　

支

平成21年10月の事

援

業開始以来、見込みを



2

共有を図ることができ

1

た。また、それぞれの視点から子育て支援施策に関する問題点の抽出や改善に向けた方策の提案

(できたこと) をいただくことができた。

　目標値を設定した10の主な施策をはじめ、計画を着実に実行できるように引き続き進行管理をする必要がある。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

活動 推進(策定）部会開催数（回） 2 2 2 3 3
指標
活動 地域協議会開催数（回） 2 2 2 3 3
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 153 185 166 0 合計 165,600 円
報償費 165,600 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 153 185 166 0

職員人件費　② 2,175 1,077 1,415 0

総事業費（①＋②） 2,328 1,262 1,581 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

５

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 福祉安全

　

基本施策 次世代育成・

刈

子育て支援
施策体系

施

谷

策の内容 子どもが健や

市

かに育つ環境づくり

目

事

　
　
　
的

　急激な少子

務

化の進行、家庭及び地

事

域を取り

主
た
る
内
容

　

業

「～元気に育て　かり

評

やの子どもたち～刈
巻

価

く環境の変化にかんが

シ

み、次世代育成支援 谷

ー

市次世代育成支援行動

ト

計画」における各種
対

（

策に関し、基本理念を

様

定め、それぞれの責 施

式

策の進捗状況の管理を

１

行う。
務を明確にし、

）

次世代育成支援対策を

会

迅速的 計画期間　10

計

年（平成17～26年

名

度）
かつ重点的に推進

担

する。　　　　　　　

当

　          

部

 前期計画　５年
  

次

        後期

世

計画　５年
推進体制　

代

刈谷市次世代育成支援

育

行動計画推
　　　　　

成

進部会（庁内）
　　　

部

　　刈谷市次世代育成

一

支援対策地域協
　　　

般

　　議会（外部）

位
置

会

づ
け

関連計画 刈谷市次

計

世代育成支援行動計画

次

、刈谷市子ども・子育

世

て支援事業計画

根拠法

代

令 次世代育成支援対策

育

推進法、子ども・子育

成

て支援法

対象者 市民 事

支

業期間 平成１５年度 ～

援

実施方法 ■直営　□委

行

託　□指定管理　□補

動

助・助成　□その他

計画推進事業
担当課

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

子

２２年度実績 ２３年度

育

実績 ２４年度実績 ２５

て

年度計画

地域協議会、

支

推進部会の開催 地域協

援

議会、推進部会の開催

課

地域協議会、推進部会

款

の開催 地域協議会、推

項

進部会の開催
子ども・

目

子育て会議を設置（
予

担

算上の事業名を子ども

当

・子
育て支援事業計画

係

策定事業に
移行）
子ど

子

も・子育て支援事業計

育

画
策定

　社会全体で子

て

育ての支援をしていく

支

ため、保育所・幼稚園

援

をはじめ、関係機関・

係

団体、企業、市民など

3

が参加し、情報

成果 の



援

） 642 703 1,0

係

18 ― ―
指標

 
指標

 

3

他市との
比較検証

2 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,282 1,400 2,019 0 合計 2,019,019 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 2,019,019 円

一般財源 1,282 1,400 2,019 0

職員人件費　② 2,102 1,436 1,422 0

総事業費（①＋②） 3,384 2,836 3,441 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ

５

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

　

祉安全

基本施策 次世代

刈

育成・子育て支援
施策

谷

体系
施策の内容 子ども

市

が健やかに育つ環境づ

事

くり

目
　
　
　
的

　日常

務

生活において自転車に

事

乗車または同乗

主
た
る

業

内
容

　自転車用幼児ヘ

評

ルメットを購入した者

価

に対
する幼児の安全確

シ

保と子育て家庭への経

ー

済的 し、一定額の補助

ト

金を交付する。
支援を

（

図る。 補助額　
  自

様

転車用幼児ヘルメット

式

1個につき2,000

１

円
（2,000円未満

）

のヘルメットについて

会

は、購入
金額）

位
置
づ

計

け

関連計画  

根拠法令

名

刈谷市自転車用幼児ヘ

担

ルメット購入費補助金

当

交付要綱

対象者 自転車

部

用幼児ヘルメットを購

次

入した者 事業期間 平成

世

２２年度 ～ 平成２４年

代

度

実施方法 ■直営　□

育

委託　□指定管理　□

成

補助・助成　□その他

部

一般会計
自転車用

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

幼

績

２２年度実績 ２３年

児

度実績 ２４年度実績 ２

ヘ

５年度計画

　刈谷市自

ル

転車用幼児ヘルメ 　刈

メ

谷市自転車用幼児ヘル

ッ

メ  刈谷市自転車用幼

ト

児ヘルメッ
ット購入費

購

補助金交付要綱に ット

入

購入費補助金交付要綱

費

に ト購入費補助金交付

補

要綱に則
則り、補助金

助

の交付 則り、補助金の

事

交付 り、補助金の交付

業

　幼児2人同乗用自転

担

車購入費補助事業とセ

当

ットでの推進を考えて

課

実施し、多くの補助申

子

請を受け付け、適正に

育

補助た。

成果

(できた

て

こと)

　本事業は、年

支

々申請件数も増え、子

援

育て支援の観点から事

課

業を評価する一方、事

款

業実施期間として3年

項

間を予定してお
課題

り

目

、平成24年度で予定

担

どおり終息した。
(で

当

きなか 

 ったこと)

係

指標名称（単位）
実績

子

値 目標値

２２年度 ２３

育

年度 ２４年度 ２５年度

て

２７年度

活動 ヘルメッ

支

ト購入費補助件数（個



か 
父子家庭の相談も受けているものの、件数が少なく周知が必要である。

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

活動 相談指導件数（件） 596 691 722 ― ―
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,114 2,168 2,148 2,199 合計 2,147,550 円
賃金 2,133,250 円

財
　
源

特定財源 0 1 0 0 旅費 12,800 円
需用費 500 円

一般財源 2,114 2,167 2,148 2,199 負担金、補助及び
交付金 1,000 円

職員人件費　② 652 359 354 221

総事業費（①＋②） 2,766 2,527 2,502 2,420

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

２

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

５

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

年

要

総合計画
分野 福祉安

度

全

基本施策 次世代育成

　

・子育て支援
施策体系

刈

施策の内容 子どもが健

谷

やかに育つ環境づくり

市

目
　
　
　
的

　母子家庭

事

、寡婦及び父子家庭の

務

生活の安定

主
た
る
内
容

事

　母子等自立支援員を

業

配置し、母子家庭、寡

評

と向上のために必要な

価

措置を講じ、もって母

シ

婦及び父子家庭に対し

ー

、相談、指導、就業能

ト

子家庭、寡婦及び父子

（

家庭の福祉の増進を図

様

力の向上及び求職活動

式

に関する支援を行う。

１

る。

位
置
づ
け

関連計画

）

刈谷市次世代育成支援

会

行動計画

根拠法令 母子

計

及び寡婦福祉法　母子

名

家庭の母の就業の支援

担

に関する特別措置法

対

当

象者 母子家庭、寡婦及

部

び父子家庭 事業期間 平

次

成１５年度 ～

実施方法

世

■直営　□委託　□指

代

定管理　□補助・助成

育

　□その他

成部

一般会計
母子

Ｂ
　
事

相

　
業
　
実
　
績

２２年度

談

実績 ２３年度実績 ２４

事

年度実績 ２５年度計画

業

母子等自立支援員を配

担

置し、 母子等自立支援

当

員を配置し、 母子等自

課

立支援員を配置し、 母

子

子等自立支援員を配置

育

し、
相談、指導、就業

て

能力の向上 相談、指導

支

、就業能力の向上 相談

援

、指導、就業能力の向

課

上 相談、指導、就業能

款

力の向上
及び求職活動

項

に関する支援の 及び求

目

職活動に関する支援の

担

及び求職活動に関する

当

支援の 及び求職活動に

係

関する支援の
実施 実施

子

実施 実施

　生活一般、

育

児童、生活援護等の相

て

談を受け、適切な支援

支

を行った。

成果

(でき

援

たこと)

　相談件数は

係

600件前後で毎年推

3

移していたが、平成2

2

3年度から増加傾向に

1

ある。相談を受けた時点では、一定の成果が
課題

でている感触があるものの、その後の自立等に関しては追跡がしにくく、支援の成果を把握しにくい状況にある。また、
(できな



２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 6,576 4,540 11,664 合計 4,539,624 円
扶助費 4,539,624 円

財
　
源

特定財源 0 4,803 2,292 8,746

一般財源 0 1,773 2,248 2,918

職員人件費　② 725 1,077 2,830 2,948

総事業費（①＋②） 725 7,653 7,370 14,612

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 児童入所施設措置費等負担金
（国）（県）

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

２

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

５

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

年

総合計画
分野 福祉安全

度

基本施策 次世代育成・

　

子育て支援
施策体系

施

刈

策の内容 子どもが健や

谷

かに育つ環境づくり

目

市

　
　
　
的

　配偶者のな

事

い女性とその者の監護

務

すべき児

主
た
る
内
容

　

事

配偶者のない女性とそ

業

の者の監護すべき児
童

評

の福祉に欠けるところ

価

がある場合、施設に 童

シ

が入所した母子生活支

ー

援施設に対し、母子
入

ト

所させて保護するとと

（

もに、自立の促進の 生

様

活支援施設措置費を給

式

付する。
ためにその生

１

活を支援する。

位
置
づ

）

け

関連計画 刈谷市次世

会

代育成支援行動計画

根

計

拠法令 児童福祉法　刈

名

谷市児童福祉法施行細

担

則

対象者 住居のない女

当

性とその児童 事業期間

部

～

実施方法 ■直営　□

次

委託　□指定管理　□

世

補助・助成　□その他

代育成部

一般会計
施

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

設

績

２２年度実績 ２３年

措

度実績 ２４年度実績 ２

置

５年度計画

実績なし 3

事

家族8人の措置を実施

業

した。 2家族7人の措

担

置を実施した。 適切な

当

措置の実施

　さまざま

課

な事情で入所された母

子

子に対し、自立の促進

育

のためにその生活を支

て

援することができた。

支

成果

(できたこと)

　

援

ＤＶ被害者が増加する

課

中、相談体制を充実さ

款

せスピードをもって一

項

時保護や施設入所につ

目

なげていくよう業務を

担

遂行し
課題

なくてはな

当

らない。
(できなか 

係

 ったこと)

指標名称

児

（単位）
実績値 目標値

童

２２年度 ２３年度 ２４

福

年度 ２５年度 ２７年度

祉

活動 措置入所世帯数（

係

世帯） 0 3 2 ― ―
指標

3

 
指標

 
他市との
比較

2

検証

1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２



件数（件） 1 2 1 ― ―
指標
活動  家庭生活支援員派遣回数（回） 28 60 93 ― ―
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 127 216 297 341 合計 296,519 円
委託料 296,519 円

財
　
源

特定財源 95 168 182 256

一般財源 32 48 115 85

職員人件費　② 725 359 354 221

総事業費（①＋②） 852 575 651 562

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 母子家庭等日常生活支援事業
費補助金（県）

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

５

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 福祉安全

基本

　

施策 次世代育成・子育

刈

て支援
施策体系

施策の

谷

内容 子どもが健やかに

市

育つ環境づくり

目
　
　

事

　
的

　母子家庭の母、

務

父子家庭の父及び寡婦

事

が、

主
た
る
内
容

派　遣

業

　1日につき8時間以

評

内
自立促進に必要な事

価

由、社会的な事由又は

シ

生 　　　　1月につき

ー

5日以内
活環境等の変

ト

化により、一時的に日

（

常生活を 負　担（１時

様

間）
営むのに支障が生

式

じている場合に、家庭

１

生活 　生活保護世帯・

）

市民税非課税世帯　0

会

円
支援員を派遣し、母

計

子家庭の母、父子家庭

名

の 　児童扶養手当受給

担

水準の世帯　　150

当

円
父及び寡婦の生活の

部

安定を図る。 　上記以

次

外の世帯　　　　　　

世

　　300円
委託先　

代

刈谷市社会福祉協議会

育

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

成

市次世代育成支援行動

部

計画

根拠法令 母子及び

一

寡婦福祉法　刈谷市母

般

子家庭等日常生活支援

会

事業実施要綱

対象者 母

計

子家庭、父子家庭、寡

母

婦家庭 事業期間 平成１

子

６年度 ～

実施方法 □直

家

営　■委託　□指定管

庭

理　□補助・助成　□

等

その他

日常生活支援事業

Ｂ
　
事
　
業

担

　
実
　
績

２２年度実績

当

２３年度実績 ２４年度

課

実績 ２５年度計画

家庭

子

生活支援員の派遣 家庭

育

生活支援員の派遣 家庭

て

生活支援員の派遣 家庭

支

生活支援員の派遣

　派

援

遣依頼者のニーズに合

課

わせ、支援員を派遣す

款

ることができた。

成果

項

(できたこと)

　平成

目

16年度から実施して

担

いるが、利用率は低い

当

事業である。利用率を

係

上げることを目標にす

子

る事業ではないが、潜

育

在的
課題

な利用希望者

て

への周知等必要である

支

。
(できなか 

 った

援

こと)

指標名称（単位

係

）
実績値 目標値

２２年

3

度 ２３年度 ２４年度 ２

2

５年度 ２７年度

活動 家

1

庭生活支援員派遣家庭



度 ２５年度 ２７年度

活動 自立支援教育訓練給付金受給者数（人） 1 0 2 ― ―
指標
活動 高等技能訓練促進費受給者数（人） 5 2 1 ― ―
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 6,034 3,243 1,715 6,097 合計 1,714,800 円
扶助費 1,714,800 円

財
　
源

特定財源 4,803 2,432 1,285 4,571

一般財源 1,231 811 430 1,526

職員人件費　② 725 359 354 221

総事業費（①＋②） 6,759 3,602 2,069 6,318

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 母子家庭等対策総合支援事業
費補助金（国）

２６年度以降の事業費見込 0 子育て支援対策基金事業費補
助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

５

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 福祉安全

基本施策 次

　

世代育成・子育て支援

刈

施策体系
施策の内容 子

谷

どもが健やかに育つ環

市

境づくり

目
　
　
　
的

　

事

母子家庭の母又は父子

務

家庭の父の主体的な

主

事

た
る
内
容

自立支援教育

業

訓練給付金
能力開発の

評

取り組みを支援をする

価

ことによっ 講　座　国

シ

が指定した講座
て、母

ー

子家庭及び父子家庭の

ト

雇用の安定、自 給付額

（

　20％（4,000

様

円～100,000円

式

）
立促進を図る。 高等

１

技能訓練促進費
  資

）

　格　看護師、介護福

会

祉士、保育士等
　給付

計

額　100,000円

名

／月　70,500円

担

／月

位
置
づ
け

関連計画

当

刈谷市次世代育成支援

部

行動計画

根拠法令 母子

次

及び寡婦福祉法

対象者

世

母子家庭の母（児童扶

代

養手当全部停止除く 事

育

業期間 平成１６年度 ～

成

実施方法 ■直営　□委

部

託　□指定管理　□補

一

助・助成　□その他

般会計
母子家庭自立

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

支

２２年度実績 ２３年度

援

実績 ２４年度実績 ２５

事

年度計画

自立支援教育

業

訓練給付金及び 自立支

担

援教育訓練給付金及び

当

自立支援教育訓練給付

課

金及び 自立支援教育訓

子

練給付金及び
高等技能

育

訓練促進費の支給 高等

て

技能訓練促進費の支給

支

高等技能訓練促進費の

援

支給 高等技能訓練促進

課

費の支給
給付額141

款

,000円→100,

項

000円

　高等技能訓

目

練促進費等支給するこ

担

とにより、母子家庭の

当

母の自立促進を図った

係

。

成果

(できたこと)

子

　高等技能訓練がその

育

後の就職等に結びつく

て

とは限らず、修了後の

支

支援も必要である。平

援

成25年度から父子家

係

庭の父も給
課題

付の対

3

象になったので、ホー

2

ムページ等で周知して

1

いく。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 6 93 合計 5,832 円
委託料 5,832 円

財
　
源

特定財源 0 0 1 24

一般財源 0 0 5 69

職員人件費　② 72 72 71 74

総事業費（①＋②） 72 72 77 167

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 緊急市町村地震防災対策事業
費補助金（県）

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

５

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 福祉安全

基本施

　

策 防災
施策体系

施策の

刈

内容 災害に強いまちづ

谷

くり

目
　
　
　
的

　地震

市

発生時における家具の

事

転倒による事故

主
た
る

務

内
容

　母子世帯（義務

事

教育就学中又は就学以

業

前の
の防止を図り、母

評

子世帯が安心して生活

価

でき 児童を有するもの

シ

）を災害時要保護世帯

ー

とし
る環境を整備し、

ト

災害発生時の母子世帯

（

の安 て、家具転倒防止

様

金具取付の援助を行う

式

。
全の確保と被害の軽

１

減を図る。 委託先　シ

）

ルバー人材センター

位

会

置
づ
け

関連計画 刈谷市

計

次世代育成支援行動計

名

画

根拠法令 愛知県緊急

担

市町村地震防災対策事

当

事業費補助金交付要綱

部

対象者 中学生以下の児

次

童と母親のみの母子世

世

帯 事業期間 平成１８年

代

度 ～

実施方法 □直営　

育

■委託　□指定管理　

成

□補助・助成　□その

部

他

一般会計
家具転倒

Ｂ
　
事
　
業
　
実

防

　
績

２２年度実績 ２３

止

年度実績 ２４年度実績

器

２５年度計画

実績なし

具

実績なし 家具転倒防止

取

金具取付の援助 家具転

付

倒防止金具取付の援助

事

　平成20年度以降実

業

績はなかったが、平成

担

24年度に1件申請が

当

あった。

成果

(できた

課

こと)

　対象が母子世

子

帯（義務教育就学中又

育

は就学以前の児童を有

て

するもの）となってお

支

り、賃貸物件に居住す

援

る対象家庭が多
課題

く

課

、あまりニーズがない

款

のが現状である。他に

項

、高齢者世帯、障害者

目

世帯を対象とした事業

担

展開が図られており、

当

それら
(できなか 

の

係

動向と防災部署の意向

子

を踏まえ検討する。
 

育

ったこと)

指標名称（

て

単位）
実績値 目標値

２

支

２年度 ２３年度 ２４年

援

度 ２５年度 ２７年度

活

係

動 家具転倒防止金具取

3

付世帯数（世帯） 0 0

2

1 10 10
指標

 
指標

1

 
他市との
比較検証



他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 8 9 19 合計 8,914 円
役務費 8,914 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 10

一般財源 0 8 9 9

職員人件費　② 0 144 354 368

総事業費（①＋②） 0 152 363 387

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

５

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 福

度

祉安全

基本施策 障害児

　

・者福祉
施策体系

施策

刈

の内容 障害福祉サービ

谷

スの充実

目
　
　
　
的

　

市

知的障害児等がその発

事

達段階に応じて自立

主

務

た
る
内
容

　児童発達支

事

援センター「しげはら

業

園」の管
した日常生活

評

を営み、社会適応能力

価

を身につ 理運営を刈谷

シ

市社会福祉協議会に委

ー

託する。
けられるよう

ト

支援する。

位
置
づ
け

関

（

連計画 刈谷市次世代育

様

成支援行動計画

根拠法

式

令 児童福祉法

対象者 知

１

的障害児及び発達に心

）

配のある児童 事業期間

会

昭和４４年度 ～

実施方

計

法 □直営　□委託　■

名

指定管理　□補助・助

担

成　□その他

当部 次世代育成部

Ｂ
　

一

事
　
業
　
実
　
績

２２年

般

度実績 ２３年度実績 ２

会

４年度実績 ２５年度計

計

画

知的障害児通園施設

し

しげはら 国・県の負担

げ

金を直接刈谷市 児童福

は

祉法の改正により、し

ら

刈谷市社会福祉協議会

園

を指定
園の管理運営を

管

刈谷市社会福 社会福祉

理

協議会の歳入とする げ

事

はら園は児童発達支援

業

セン 管理者とし、施設

担

の管理運営
祉協議会に

当

委託した。 ことにより

課

、指定管理の委託 ター

子

と位置づけられたが、

育

従 を行う。
料は経常せ

て

ず、刈谷市社会福 来ど

支

おり刈谷市社会福祉協

援

議
祉協議会の予算によ

課

りしげは 会を指定管理

款

者とし、施設の
ら園の

項

管理運営を行った。 管

目

理運営を行う。

　児童

担

福祉法の改正により、

当

しげはら園を地域の中

係

核的な療育支援施設と

児

して位置付けた。

成果

童

(できたこと)

　児童

福

発達支援センターの設

祉

置に必要な人員や地域

係

支援の提供するための

3

実施体制の整備などに

2

ついて平成27年3月

1

まで
課題

に実施する。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

指標

指標



＋②） 0 1,039 704 2,108

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

５

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 福

度

祉安全

基本施策 障害児

　

・者福祉
施策体系

施策

刈

の内容 障害福祉サービ

谷

スの充実

目
　
　
　
的

　

市

刈谷市立しげはら園の

事

施設、設備補修を行

主

務

た
る
内
容

・幼児トイレ

事

床を改修する。
い、安

業

全な保育環境の確保に

評

資する。 ・プレイスペ

価

ースを改修する。
・非

シ

常灯を取り替える。

位

ー

置
づ
け

関連計画 刈谷市

ト

次世代育成支援行動計

（

画

根拠法令 児童福祉法

様

対象者 知的障害児及び

式

発達に心配のある児童

１

事業期間 昭和４４年度

）

～

実施方法 ■直営　□

会

委託　■指定管理　□

計

補助・助成　□その他

名 担当部 次世代育成

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

部

績

２２年度実績 ２３年

一

度実績 ２４年度実績 ２

般

５年度計画

通園バスの

会

タイヤ交換 調理室の作

計

業台、釜の修繕 自動扉

し

の取替え 幼児トイレの

げ

床、プレイスペ
便所の

は

修繕 ースの改修、非常

ら

等の取り替
え

園児にと

園

って安心・安全な施設

補

整備を図った。

成果

(

修

できたこと)

課題

(で

事

きなか 

 ったこと)

業

指標名称（単位）
実績

担

値 目標値

２２年度 ２３

当

年度 ２４年度 ２５年度

課

２７年度

活動 補修箇所

子

数(箇所） 1 3 1 3 ―

育

指標

指標

他市との
比較

て

検証

支援課

款 項 目 担当

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

係

　
ス
　
ト

単位：千円
２

児

２年度 ２３年度 ２４年

童

度 ２５年度 ２４年度

（

福

決算） （決算） （決算

祉

） （予算） 事業費内訳

係

事業費　① 0 680 3

3

50 1,740 合計 3

2

50,000 円
需用

1

費 350,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 680 350 1,740

職員人件費　② 0 359 354 368

総事業費（①



882,000 円
備品購入費 882,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 882 0

職員人件費　② 0 0 0 0

総事業費（①＋②） 0 0 882 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

２

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

５

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

年

要

総合計画
分野 福祉安

度

全

基本施策 障害児・者

　

福祉
施策体系

施策の内

刈

容 障害福祉サービスの

谷

充実

目
　
　
　
的

　刈谷

市

市立しげはら園におけ

事

る備品の整備を

主
た
る

務

内
容

食器保管庫を取替

事

える。
行い、安全で衛

業

生的な保育環境を確保

評

する。

位
置
づ
け

関連計

価

画 刈谷市次世代育成支

シ

援行動計画

根拠法令 児

ー

童福祉法

対象者 知的障

ト

害児及び発達に心配の

（

ある児童 事業期間 平成

様

２４年度 ～ 平成２４年

式

度

実施方法 ■直営　□

１

委託　□指定管理　□

）

補助・助成　□その他

会計名 担当部 次世代

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

育

績

２２年度実績 ２３年

成

度実績 ２４年度実績 ２

部

５年度計画

   　　

一

　　　　　　　　　　

般

　 食器保管庫の取替え

会

　　　　　　　　　　

計

　　　
　 　　　　　　

備

　　　　　　　 　　　

品

　　　　　　　　　　

等

　 　　　　　　　　　

整

　　　　 　　　　　　

備

　　　　　　　
　 　　

事

　　　　　　　　　　

業

　 　　　　　　　　　

担

　　　　
　　　―――

当

――――― 　　　　―

課

―――――― 　　　　

子

―――――――

園児に

育

とって安心・安全、衛

て

生的な保育環境の整備

支

を図った。

成果

(でき

援

たこと)

課題

(できな

課

か 

 ったこと)

指標

款

名称（単位）
実績値 目

項

標値

２２年度 ２３年度

目

２４年度 ２５年度 ２７

担

年度

活動 備品購入数（

当

点） ― ― 1 ― ―
指標

指

係

標

他市との
比較検証

児童福祉係

3 2 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 882 0 合計



1

0 円

財
　
源

特定財源 0 26 0 0

一般財源 0 3,963 89,114 0

職員人件費　② 0 718 354 0

総事業費（①＋②） 0 4,707 89,468 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

５

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 福祉安全

基

　

本施策 次世代育成・子

刈

育て支援
施策体系

施策

谷

の内容 地域における子

市

育て支援

目
　
　
　
的

　

事

旧青葉福祉センター取

務

壊しに係る経費

主
た
る

事

内
容

　解体費用等

位
置

業

づ
け

関連計画

根拠法令

評

対象者 旧青葉福祉セン

価

ター 事業期間 平成２３

シ

年度 ～ 平成２４年度

実

ー

施方法 ■直営　□委託

ト

　□指定管理　□補助

（

・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

部

２年度実績 ２３年度実

次

績 ２４年度実績 ２５年

世

度計画

 旧青葉福祉セ

代

ンター取壊し設 旧青葉

育

福祉センター取壊し工

成

 
 計業務委託 事  
 

部

旧青葉福祉センター取

一

壊し近  
 隣影響調査

般

業務委託  
　　　――

会

――――― 絶縁油の微

計

量ＰＣＢ混入分析 　　

旧

　―――――――
委託

青

旧青葉福祉センターの

葉

取壊し工事を行った。

福

成果

(できたこと)

当

祉

初の計画では、平成2

セ

3年度で取壊しを完了

ン

する予定であったが、

タ

平成24年度に繰越と

ー

なった。平成24年度

取

に解体工事を
課題

完了

壊

した。
(できなか 

 

し

ったこと)

指標名称（

事

単位）
実績値 目標値

２

業

２年度 ２３年度 ２４年

担

度 ２５年度 ２７年度

活

当

動 設計委託 ― 完了 ― ―

課

―
指標
活動 取壊し工事

子

― ― 完了 ― ―
指標

他市

育

との
比較検証

て支援課

款 項 目 担

Ｃ
　
事

当

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

係

：千円
２２年度 ２３年

子

度 ２４年度 ２５年度 ２

育

４年度

（決算） （決算

て

） （決算） （予算） 事

支

業費内訳

事業費　① 0

援

3,989 89,11

係

4 0 合計 89,114

3

,340 円
工事請負

2

費 89,114,34



係

23年度末に厚生労働

3

省より援助会員の講習

2

強化について指針が示

2

された中で、本市において
課題

も年3回実施する講習会を強化し、より安全に援助活動できる基盤を整備することが急務である。
(できなか 

　並行して、医療機関との連携等を含め、病児・病後児の預かりに関する体制づくりの検討が課題である。
 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

活動 ファミリーサポートセンター会員数（人） 2,142 2,355 2,494 2,500 2,600
指標
活動 活動件数（件） 4,718 5,164 5,798 5,900 6,000
指標

　　　　　　　　　　　　碧南市　　豊田市　　西尾市　　知立市　　刈谷市
他市との H23.10.1現在会員数（人） 　264　　 1,218　　 　644　 　　602　 　2,234  
比較検証 H22年度活動件数（件）　 　 684　 　8,060　 　1,404　 　2,003　　 4,718　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 8,034 9,167 9,269 9,943 合計 9,268,890 円
賃金 7,041,950 円

財
　
源

特定財源

Ｄ

8,010 9,167

　

8,442 8,680

　

報償費 107,000

　

 円
旅費 15,340

Ｏ

 円

一般財源 24 0 8

　

27 1,263 需用費

　

212,004 円
役

∧

務費 1,667,31

　

3 円

職員人件費　②

　

725 1,507 72

実

9 1,842 使用料及

　

び賃借料 172,78

　

3 円
負担金、補助及

施

び

総事業費（①＋②）

　

8,759 10,67

　

4 9,998 11,7

∨

85 交付金 52,500 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 子育て支援交付金（国）

２６年度以降の事業費見込 0

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

５

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 福祉

　

安全

基本施策 次世代育

刈

成・子育て支援
施策体

谷

系
施策の内容 地域にお

市

ける子育て支援

目
　
　

事

　
的

　育児の援助を行

務

いたい者と育児の援助

事

を受

主
た
る
内
容

　ファ

業

ミリーサポートセンタ

評

ー業務専任の臨
けたい

価

者を組織化し、相互援

シ

助活動を行うこ 時職員

ー

をアドバイザーとして

ト

雇用し、会員の
とで、

（

仕事と育児を両立でき

様

る環境を整備す 登録か

式

ら援助の資質向上のた

１

めの講習会、子
るとと

）

もに、地域の子育て支

会

援を行い、もっ 育ての

計

輪をつくるための交流

名

会の開催や会報
て労働

担

者の福祉の増進及び児

当

童の福祉の向上 誌の発

部

行などセンターの運営

次

を行う。
を図る。

位
置

世

づ
け

関連計画 刈谷市次

代

世代育成支援行動計画

育

（後期計画）

根拠法令

成

かりやしファミリー・

部

サポート・センター会

一

則、実施要領

対象者 会

般

員 事業期間 平成１２年

会

度 ～

実施方法 ■直営　

計

□委託　□指定管理　

フ

□補助・助成　□その

ァ

他

ミリーサポートセ

Ｂ
　
事
　
業
　
実

ン

　
績

２２年度実績 ２３

タ

年度実績 ２４年度実績

ー

２５年度計画

ファミリ

運

ーサポートセンター フ

営

ァミリーサポートセン

事

ター ファミリーサポー

業

トセンター ファミリー

担

サポートセンター
の運

当

営 の運営 の運営 の運営

課

援助会員養成講座開催

子

　3回 援助会員養成講

育

座開催　3回 援助会員

て

養成講座開催　3回 援

支

助会員養成講座開催　

援

3回
依頼会員随時受付

課

依頼会員随時受付 依頼

款

会員随時受付 依頼会員

項

随時受付

　平成12年

目

度の事業開始以来、登

担

録会員、活動件数とも

当

に大幅な伸びを示して

係

おり、市民に認知され

子

地域に根ざした活動

成

育

果 が行われていると評

て

価することができる。

支

(できたこと)

　他市

援

での事故を受け、平成



円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 0 324 合計 0 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 158

一般財源 0 0 0 166

職員人件費　② 362 215 354 368

総事業費（①＋②） 362 215 354 692

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

５

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 福

度

祉安全

基本施策 次世代

　

育成・子育て支援
施策

刈

体系
施策の内容 子ども

谷

が健やかに育つ環境づ

市

くり

目
　
　
　
的

　保護

事

者の傷病等により家庭

務

における養育が

主
た
る

事

内
容

　近隣市の児童養

業

護施設及び乳児院、ま

評

たは
一時的に困難とな

価

った児童を、児童福祉

シ

施設 養育者への委託に

ー

より、ショートステイ

ト

を実
等において一定期

（

間養育し、児童の福祉

様

の増 施する。
進を図る

式

。 　　

位
置
づ
け

関連計

１

画 刈谷市次世代育成支

）

援行動計画

根拠法令 子

会

育て短期支援事業実施

計

要綱

対象者 主たる内容

名

欄に記載 事業期間 平成

担

１４年度 ～

実施方法 □

当

直営　■委託　□指定

部

管理　□補助・助成　

次

□その他

世代育成部

一般会

Ｂ
　
事
　

計

業
　
実
　
績

２２年度実

子

績 ２３年度実績 ２４年

育

度実績 ２５年度計画

実

て

績なし 実績なし 実績な

短

し 1施設と新規委託契

期

約
1施設と新規委託契

支

約 1施設と新規委託契

援

約

　新たに1施設、契

事

約先を増やし全７施設

業

と契約を結び、利用者

担

が幅広く利用できるよ

当

う環境を整備した。

成

課

果

(できたこと)

　新

子

たに契約先を増やすな

育

どし利用者が利用しや

て

すいよう整備する必要

支

がある。また利用に結

援

びつくよう広報活動が

課

必要
課題

である。
(で

款

きなか 

 ったこと)

項

指標名称（単位）
実績

目

値 目標値

２２年度 ２３

担

年度 ２４年度 ２５年度

当

２７年度

活動 委託契約

係

の児童福祉施設数（施

児

設） 5 6 7 8 8
指標
成

童

果 利用者数（人） 0 0

福

0 ― ―
指標

 
他市との

祉

比較検証

係

3 2 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千



あるか否か精査する必要がある。
 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

活動 臨時保育室の設置事業数（事業） 63 81 83 80 80
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,322 2,670 3,232 3,425 合計 3,231,896 円
報償費 3,216,150 円

財
　
源

特定財源 959 614 717 0 需用費 15,746 円

一般財源 2,363 2,056 2,515 3,425

職員人件費　② 1,087 861 361 1,842

総事業費（①＋②） 4,409 3,531 3,593 5,267

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 子育て支援交付金（国）

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　

２

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

５

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

年

　
概
　
要

総合計画
分野

度

福祉安全

基本施策 次世

　

代育成・子育て支援
施

刈

策体系
施策の内容 子ど

谷

もが健やかに育つ環境

市

づくり

目
　
　
　
的

　子

事

育て中の親が、生涯学

務

習や文化活動に参

主
た

事

る
内
容

　講演会、講習

業

会等開催時に会議室等

評

で臨時
加できる環境を

価

整える。 保育室「カン

シ

ガルールーム」を設置

ー

し、託児
サポーター「

ト

ママハウス」が保育を

（

行う。

位
置
づ
け

関連計

様

画 刈谷市次世代育成支

式

援行動計画

根拠法令  

１

対象者 子育て（未就学

）

児）中の親 事業期間 平

会

成１５年度 ～

実施方法

計

■直営　□委託　□指

名

定管理　□補助・助成

担

　□その他

当部 次世代育成部

Ｂ
　
事

一

　
業
　
実
　
績

２２年度

般

実績 ２３年度実績 ２４

会

年度実績 ２５年度計画

計

臨時保育室「カンガル

臨

ールー 臨時保育室「カ

時

ンガルールー 臨時保育

保

室「カンガルールー 臨

育

時保育室「カンガルー

室

ルー
ム」の設置 ム」の

設

設置 ム」の設置 ム」の

置

設置

　臨時保育室につ

事

いては、平成14年度

業

の第1回男女共同参画

担

推進委員会及びエンゼ

当

ルプラン推進部会にお

課

いて、関係部署

成果 と

子

の調整、連携が不可欠

育

な検討課題として挙げ

て

られ、関係7課の担当

支

係長等からなる設置検

援

討会を開催し、臨時保

課

育室に

(できたこと)

款

ついての考え方につい

項

て検討し、第2回合同

目

推進委員会等での報告

担

・承認を経て15年度

当

から事業として開始し

係

ている。事

業開始以来

子

、設置事業数等は着実

育

に増えてきており、市

て

民ニーズの高さを伺う

支

ことができる。

　無料

援

で利用できる臨時保育

係

室の利用者負担につい

3

て検討する必要がある

2

。
課題

  臨時保育室

2

設置の本来の目的から、育児からの解放手段となっていること。
(できなか 

　臨時保育室を設置すべき事業で



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 6,402 5,928 4,187 5,596 合計 4,186,613 円
賃金 2,602,017 円

財
　
源

特定財源 3,266 4,919 2,659 3,266 旅費 11,250 円
需用費 56,343 円

一般財源 3,136 1,009 1,528 2,330 役務費 39,040 円
委託料 1,477,963 円

職員人件費　② 2,537 5,025 2,476 2,579

総事業費（①＋②） 8,939 10,953 6,663 8,175

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 保育対策等促進事業費補助金
（県）

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　

２

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

５

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

年

　
概
　
要

総合計画
分野

度

福祉安全

基本施策 次世

　

代育成・子育て支援
施

刈

策体系
施策の内容 子ど

谷

もが健やかに育つ環境

市

づくり

目
　
　
　
的

　働

事

く親にとって、子ども

務

が病気の時に何日

主
た

事

る
内
容

　かりがね病児

業

ケアルームにおいて指

評

導・協
も仕事を休むこ

価

とが困難であるため、

シ

病気ま 力医療機関のも

ー

と、病児・病後児保育

ト

を実施
たはその回復期

（

に子どもを一時的に預

様

かり、 する。
支援する

式

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

１

谷市次世代育成支援行

）

動計画

根拠法令 病児病

会

後児保育事業実施要綱

計

対象者 主たる内容欄参

名

照 事業期間 平成１９年

担

度 ～

実施方法 ■直営　

当

□委託　□指定管理　

部

□補助・助成　□その

次

他

世代育成部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　
実

計

　
績

２２年度実績 ２３

病

年度実績 ２４年度実績

児

２５年度計画

病児・病

・

後児保育室設置運営 病

病

児・病後児保育室設置

後

運営 病児・病後児保育

児

室の運営 病児・病後児

保

保育室の運営
の委託 の

育

委託
　 2か所目の保育

事

室設置（直営）
　

　平

業

成24年度より病児・

担

病後児保育の施設は、

当

かりがね病児ケアルー

課

ムの一ヶ所となったが

子

、運営については問題

育

なく遂

成果 行すること

て

が出来た。

(できたこ

支

と)

　新たに施設を増

援

やすことは利用者の安

課

心にもつながるため、

款

検討が必要である。
課

項

題

(できなか 

 った

目

こと)

指標名称（単位

担

）
実績値 目標値

２２年

当

度 ２３年度 ２４年度 ２

係

５年度 ２７年度

活動 病

児

児・病後児保育室設置

童

数（か所） 1 2 1 1 2

福

指標
成果 利用件数（件

祉

） 60 101 96 11

係

0 150
指標

 
他市と

3

の
比較検証

2 2



ことで、各団体の情報交換、交流はもとより、補助金制度を周知す

るなど、ネットワークを構築することができた。

　団体の活動に対し、補助金を交付するだけでなく、ネットワーク会議を継続して実施することにより、団体間、行政と
課題

のネットワークを継続強化していく必要がある。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

活動 子育て支援団体ネットワーク会議開催回数（回） 2 3 2 2 2
指標
成果 補助金交付団体数（団体） 7 11 11 12 13
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 348 535 452 510 合計 452,094 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 232 311 0 0 交付金 452,094 円

一般財源 116 224 452 510

職員人件費　② 1,450 790 714 1,474

総事業費（①＋②） 1,798 1,325 1,166 1,984

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年

Ｄ

度迄の累積事業費 0

２

　

６年度以降の事業費見

　

込 0

　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

５

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 福祉安全

基本施策 次

　

世代育成・子育て支援

刈

施策体系
施策の内容 地

谷

域における子育て支援

市

目
　
　
　
的

　地域等を

事

拠点とした子育て支援

務

団体の活動

主
た
る
内
容

事

・子育て支援団体ネッ

業

トワーク会議の開催
を

評

支援することにより、

価

親同士、子ども同士 ・

シ

地域子育支援団体に補

ー

助金を交付
の交流の拡

ト

大、身近な子育ての相

（

談相手の確 　＜補助額

様

＞
保を図る。 　　１団

式

体　  50,000

１

円
　　

位
置
づ
け

関連計

）

画 刈谷市次世代育成支

会

援行動計画

根拠法令 刈

計

谷市地域組織活動育成

名

事業補助金交付事務取

担

扱基準

対象者 地域を拠

当

点とした子育て支援組

部

織 事業期間 平成２２年

次

度 ～

実施方法 ■直営　

世

□委託　□指定管理　

代

■補助・助成　□その

育

他

成部

一般会計
地域

Ｂ
　
事
　
業
　
実

組

　
績

２２年度実績 ２３

織

年度実績 ２４年度実績

活

２５年度計画

・子育て

動

支援団体ネットワー ・

育

子育て支援団体ネット

成

ワー ・子育て支援団体

事

ネットワー ・子育て支

業

援団体ネットワー
ク会

担

議の開催 ク会議の開催

当

ク会議の開催 ク会議の

課

開催
・地域を拠点とし

子

た子育て支 ・地域を拠

育

点とした子育て支 ・地

て

域を拠点とした子育て

支

支 ・地域を拠点とした

援

子育て支
援組織の活動

課

に補助金の交付 援組織

款

の活動に補助金の交付

項

援組織の活動に補助金

目

の交付 援組織の活動に

担

補助金の交付
補助額　

当

6万円 補助額　6万円

係

補助額　5万円 補助額

子

　
　発足から5年以内

育

　　5万円
　　　　　

て

6年目以降　4万円

　

支

子育て支援団体の活動

援

に対し補助金を交付す

係

ることで団体の活動に

3

寄与し、地域の子育て

2

家庭を見守る環境づく

2

りに繋

成果 がった。

(できたこと) 　また、子育て支援団体ネットワーク会議を開催する



係

ワーク会議開催回数（

3

回） 2 2 3 3 3
指標
成

2

果 子育て応援隊派遣回

2

数（回） 10 11 10 10 10
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 168 160 175 169 合計 174,562 円
委託料 174,562 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 168 160 175 169

職員人件費　② 1,087 431 361 376

総事業費（①＋②） 1,255 591 536 545

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

５

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 福祉

　

安全

基本施策 次世代育

刈

成・子育て支援
施策体

谷

系
施策の内容 地域にお

市

ける子育て支援

目
　
　

事

　
的

　子育てサークル

務

同士の連携や活動の活

事

性化

主
た
る
内
容

・子育

業

てサークルネットワー

評

ク会議の開催
を図り、

価

子育てサークルの充実

シ

した活動を促 ・子育て

ー

サークルへ子育て応援

ト

隊を派遣
進する。

位
置

（

づ
け

関連計画 刈谷市次

様

世代育成支援行動計画

式

根拠法令 次世代育成支

１

援対策推進法

対象者 子

）

育てサークル 事業期間

会

平成２２年度 ～

実施方

計

法 ■直営　■委託　□

名

指定管理　□補助・助

担

成　□その他

当部 次世代育成部

Ｂ
　

一

事
　
業
　
実
　
績

２２年

般

度実績 ２３年度実績 ２

会

４年度実績 ２５年度計

計

画

・子育てサークルネ

子

ットワー ・子育てサー

育

クルネットワー ・子育

て

てサークルネットワー

サ

・子育てサークルネッ

ー

トワー
ク会議の開催 ク

ク

会議の開催 ク会議の開

ル

催 ク会議の開催
・子育

ネ

て応援隊の派遣 ・子育

ッ

て応援隊の派遣 ・子育

ト

て応援隊の派遣 ・子育

ワ

て応援隊の派遣

　保護

ー

者の方々からの要望に

ク

より事業化した事業で

推

、子育てサークルを対

進

象としたネットワーク

事

会議では、各サークル

業

同

成果 士の情報交換、

担

交流などを深めること

当

ができた。

(できたこ

課

と) 　また、子育て応

子

援隊派遣などの事業を

育

周知し、実際に派遣ま

て

で結びつけることがで

支

きた。

　子育てサーク

援

ルの活動は、子育て中

課

の親同士が集う地域性

款

のある活動として非常

項

に重要な位置を占める

目

ため、子育て支
課題

援

担

センターを核としなが

当

ら、今後も充実してい

係

くことが望まれる。
(

子

できなか 

 ったこと

育

)

指標名称（単位）
実

て

績値 目標値

２２年度 ２

支

３年度 ２４年度 ２５年

援

度 ２７年度

活動 ネット



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 952 1,366 1,348 合計 1,366,481 円
需用費 1,345,541 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 20,940 円

一般財源 0 952 1,366 1,348

職員人件費　② 0 861 361 376

総事業費（①＋②） 0 1,813 1,727 1,724

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　

２

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

５

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

年

　
概
　
要

総合計画
分野

度

福祉安全

基本施策 次世

　

代育成・子育て支援
施

刈

策体系
施策の内容 子ど

谷

もが健やかに育つ環境

市

づくり

目
　
　
　
的

　あ

事

かちゃんと保護者が、

務

絵本を介してゆっ

主
た

事

る
内
容

　すべてのあか

業

ちゃんと保護者を対象

評

に、保
くり心ふれあう

価

ひとときをもつきっか

シ

けをつ 健センターで実

ー

施する4か月児健康診

ト

査会場に
くる。 おいて

（

、これまでの絵本の読

様

み聞かせを継続
して実

式

施する過程で絵本を手

１

渡しながら、ブ
ックス

）

タートの紹介を行う。

会

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

計

市次世代育成行動計画

名

根拠法令

対象者 すべて

担

のあかちゃんと保護者

当

事業期間 平成２３年度

部

～

実施方法 ■直営　□

次

委託　□指定管理　□

世

補助・助成　□その他

代育成部

一般会計
ブ

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

ッ

績

２２年度実績 ２３年

ク

度実績 ２４年度実績 ２

ス

５年度計画

　　　 4ケ

タ

月児健康診査における

ー

絵本4ケ月児健康診査

ト

における絵本4ケ月児

事

健康診査における絵本

業

　　　 と絵本情報誌の

担

配布 と絵本情報誌の配

当

布 と絵本情報誌の配布

課

　　　
　　　
　　　―

子

――――――

乳児期に

育

絵本を配布することに

て

より、赤ちゃんと保護

支

者のかかわりを形成す

援

るきっかけ作りを提案

課

することができた。

成

款

果

(できたこと)

アン

項

ケート調査等を実施し

目

、絵本の配布が親子の

担

かかわりに寄与してい

当

る状況等を把握する必

係

要がある。
課題

(でき

子

なか 

 ったこと)

指

育

標名称（単位）
実績値

て

目標値

２２年度 ２３年

支

度 ２４年度 ２５年度 ２

援

７年度

活動 絵本の配布

係

数（冊） ― 1,177

3

1,729 1,750

2

1,750
指標

指標

他

2

市との
比較検証



度利用の利用者数（人） ― ― 5 10 15
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 64 180 合計 64,050 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 58 0 交付金 64,050 円

一般財源 0 0 6 180

職員人件費　② 0 0 361 376

総事業費（①＋②） 0 0 425 556

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 子育て支援交付金（国）

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

ファミリーサポートセンター利用者補助事

業

平成２

Ｐ
　

５

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

　

野 福祉安全

基本施策 次

刈

世代育成・子育て支援

谷

施策体系
施策の内容 地

市

域における子育て支援

事

目
　
　
　
的

  低所得

務

者世帯、ひとり親家庭

事

及び病児を預

主
た
る
内

業

容

　生活保護世帯、市

評

民税非課税世帯、児童

価

扶
かる活動の利用料を

シ

一部助成することで、

ー

経 養手当受給世帯、病

ト

児・病後児を対象とし

（

た
済的負担を軽減し、

様

ファミリーサポートセ

式

ン 援助活動に対して1

１

時間あたり300円を

）

補助す
ター援助活動の

会

利用促進に結びつく環

計

境を整 る。
えるととも

名

に、病児・病後児保育

担

の体制強化
を図る。

位

当

置
づ
け

関連計画 刈谷市

部

次世代育成支援行動計

次

画

根拠法令 かりやしフ

世

ァミリーサポートセン

代

ター利用補助金交付要

育

綱

対象者 市民 事業期間

成

平成２４年度 ～

実施方

部

法 ■直営　□委託　□

一

指定管理　■補助・助

般

成　□その他

会計 担当課 子育て

Ｂ
　

支

事
　
業
　
実
　
績

２２年

援

度実績 ２３年度実績 ２

課

４年度実績 ２５年度計

款

画

　　　 　　　 補助制

項

度の実施 補助制度の実

目

施
　　　 　　　 利用者

担

数　　5名 利用者数　

当

 10名
　　　 　　　

係

活動件数　160件 活

子

動件数　200件
　　

育

　 　　　
　　　―――

て

―――― 　　　―――

支

――――

低所得者世帯

援

、ひとり親家庭及び病

係

児を預かる活動の利用

3

料を一部助成し経済的

2

負担を軽減することで

2

、ファミリーサポ

成果 ートセンター援助活動の利用促進に結びつけることができた。

(できたこと)

補助金制度の利用者数がまだ少ないため、補助対象者への積極的な周知を図る必要がある。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

活動 補助金制



センター等支援施設の情報を提供した。

(できたこと)

　潜在的に不安を感じている人を拾い上げてサポートする体制の構築が不十分である。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

活動 申込者数（人） ― 11 40 50
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 586 1,536 合計 586,245 円
報償費 488,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 575 1,536 役務費 91,445 円
使用料及び賃借料 6,800 円

一般財源 0 0 11 0

職員人件費　② 0 0 2,122 1,474

総事業費（①＋②） 0 0 2,708 3,010

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 子育て支援対策基金事業費補
助金

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

５

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 福祉安全

基本施

　

策 次世代育成・子育て

刈

支援
施策体系

施策の内

谷

容 子どもが健やかに育

市

つ環境づくり

目
　
　
　

事

的

　子育てにおける母

務

親の孤立化を防ぐため

事

、

主
た
る
内
容

　乳幼児

業

を育てていて家庭に閉

評

じこもりがち
支援を必

価

要とする家庭に訪問員

シ

が出向いて、 な母親を

ー

対象に、専門の研修を

ト

受けたサポー
「傾聴」

（

や「協働」の活動を通

様

じて、母親が ターが家

式

庭を訪問し、子育てに

１

関する相談に
心の安定

）

を確保し、子育て支援

会

センターの活 乗ったり

計

、一緒に育児や家事を

名

行うことで、
動や地域

担

の子育て支援活動等に

当

つなげていく 母親の心

部

の安定を図り、社会へ

次

踏み出すきっ
ことによ

世

り、子どもの健やかな

代

成長を図る。 かけを

育

つくる。
　訪問　週1

成

回2時間(上限8回)

部

  利用者負担　無料

一

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

般

市次世代育成支援行動

会

計画

根拠法令 刈谷市育

計

児ママ訪問サポート事

育

業実施要綱 

対象者 未

児

就学児を養育している

マ

母親 事業期間 平成２４

マ

年度 ～

実施方法 ■直営

訪

　□委託　□指定管理

問

　□補助・助成　□そ

サ

の他

ポート事業
担当課

Ｂ
　
事
　
業
　

子

実
　
績

２２年度実績 ２

育

３年度実績 ２４年度実

て

績 ２５年度計画

　　　

支

　　　 ・関係機関との

援

調整 ・サポート依頼者

課

に対し訪問
　　　 　　

款

　 ・サポーター養成 員

項

を派遣
　　　 　　　 ・

目

平成24年10月より

担

事業開始 ・毎月アセス

当

メント会議を開
　　　

係

　　　 ・サポート依頼

子

者に対し訪問 催
　　　

育

――――――― 　　　

て

――――――― 員を派

支

遣
・アセスメント会議

援

の調整

　育児に対し不

係

安を感じている母親の

3

ところへ訪問し、傾聴

2

することで育児に対す

2

る不安を和らげるとともに、子育て支

成果 援



算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 290 0 合計 289,625 円
需用費 51,800 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 備品購入費 237,825 円

一般財源 0 0 290 0

職員人件費　② 0 0 707 0

総事業費（①＋②） 0 0 997 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　

２

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

５

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

年

　
要

総合計画
分野 福祉

度

安全

基本施策 次世代育

　

成・子育て支援
施策体

刈

系
施策の内容 地域にお

谷

ける子育て支援

目
　
　

市

　
的

・育児ママ訪問サ

事

ポート事業の効果を高

務

める

主
た
る
内
容

・スキ

事

ンシップの図り方を実

業

演する赤ちゃん
ため 人

評

形を7体購入する。
・

価

児童クラブ室における

シ

児童の健全育成に資 　

ー

するため ・古いブラウ

ト

ン管テレビを使用して

（

いる5クラ
ブのうちの

様

3クラブについて液晶

式

テレビ及びＤ
ＶＤレコ

１

ーダーに更新する。

位

）

置
づ
け

関連計画 刈谷市

会

次世代育成支援行動計

計

画

根拠法令

対象者 事業

名

期間 平成２４年度 ～ 平

担

成２４年度

実施方法 ■

当

直営　□委託　□指定

部

管理　□補助・助成　

次

□その他

世代育成部

一般会

Ｂ
　
事
　

計

業
　
実
　
績

２２年度実

備

績 ２３年度実績 ２４年

品

度実績 ２５年度計画

 

等

　　　 　　　 子育て支

整

援センター、子育て 　

備

　　
　　　 　　　 ひろ

事

ば、児童クラブ備品購

業

入 　　　
　　　 　　　

担

　　　
　　　 　　　 　

当

　　
　　　―――――

課

―― 　　　―――――

子

―― 　　　―――――

育

――

　必要な備品を購

て

入できた。

成果

(でき

支

たこと)

課題

(できな

援

か 

 ったこと)

指標

課

名称（単位）
実績値 目

款

標値

２２年度 ２３年度

項

２４年度 ２５年度 ２７

目

年度

活動 育児ママ訪問

担

サポート事業用備品購

当

入数（点） ― ― 7 ― ―

係

指標
活動 児童クラブ用

子

備品購入数（点） ― ―

育

3 ― ―
指標

他市との
比

て

較検証

支援係

3 2 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決



2

に対応できる運営体制

2

作りを進めることができた。

(できたこと)

　子育てサークルの支援体制の見直しが必要である。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

活動 開所日数（日） ― 309 307 307 307
指標
成果 来所者数（人） ― 80,220 83,189 84,000 85,000
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 6,888 6,763 7,687 合計 6,762,562 円
賃金 5,428,284 円

財
　
源

特定財源 0 1,443 1,132 3,980 報償費 217,000 円
旅費 7,840 円

一般財源 0 5,445 5,631 3,707 需用費 533,513 円
役務費 519,325 円

職員人件費　② 0 502 1,422 1,105 委託料 45,000 円
負担金、補助及び

総事業費（①＋②） 0 7,390 8,185 8,792 交付金 5,000 円
公課費 6,600 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 子育て支援交付金（国）

２６年度以降の事業費見込

Ｄ

0

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

５

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 福祉安全

　

基本施策 次世代育成・

刈

子育て支援
施策体系

施

谷

策の内容 地域における

市

子育て支援

目
　
　
　
的

事

　子育て中の保護者の

務

子育てへの不安感緩和

事

主
た
る
内
容

　地域子育

業

て支援拠点事業（セン

評

ター型）実
を図り、安

価

心して子育てできる環

シ

境を整備す 施施設とし

ー

て、乳幼児及びその保

ト

護者が相互
るとともに

（

、地域の子育て力の充

様

実を図る。 の交流を行

式

う場所を開設し、子育

１

てについて
の相談、情

）

報の提供、助言その他

会

の援助を行
う。
　場所

計

　刈谷市若松町3-8

名

-2(総合健康センタ

担

ー2F)
　休日　毎週

当

日曜日、年末年始

位
置

部

づ
け

関連計画 刈谷市次

次

世代育成支援行動計画

世

根拠法令 児童福祉法　

代

刈谷市子育て支援セン

育

ター条例

対象者 主に未

成

就園児及びその保護者

部

事業期間 平成２３年度

一

～

実施方法 ■直営　□

般

委託　□指定管理　□

会

補助・助成　□その他

計
中央子育て支援セ

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

ン

績

２２年度実績 ２３年

タ

度実績 ２４年度実績 ２

ー

５年度計画

 中央子育

運

て支援センターの運 中

営

央子育て支援センター

事

の運 中央子育て支援セ

業

ンターの運
 営 営 営
 

担

・子育て相談 ・子育て

当

相談 ・子育て相談
 ・

課

各種教室等の実施 ・各

子

種教室等の実施 ・各種

育

教室等の実施
　　　―

て

―――――― ・子育て

支

サークル支援 ・子育て

援

サークル支援 ・子育て

課

サークル支援
・子育て

款

支援センターだより ・

項

子育て支援センターだ

目

より ・子育て支援セン

担

ターだより
の発行 の発

当

行 の発行

　青葉福祉セ

係

ンターに併設されてい

子

たあおば子育て支援セ

育

ンターが23年4月1

て

日、中央子育て支援セ

支

ンターとして移転・開

援

成果 設したことで、利

係

用者が約3倍に増加し

3

たが、増加した利用者



係

3 2 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 597 575 合計 596,913 円
需用費 429,258 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 10 役務費 87,593 円
委託料 16,800 円

一般財源 0 0 597 565 使用料及び賃借料 63,262 円

職員人件費　② 0 0 714 744

総事業費（①＋②） 0 0 1,311 1,319

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

５

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 福祉

　

安全

基本施策 次世代育

刈

成・子育て支援
施策体

谷

系
施策の内容 地域にお

市

ける子育て支援

目
　
　

事

　
的

　子育て広場、子

務

育てサークルへの貸館

事

、病

主
た
る
内
容

・地域

業

子育て支援拠点事業（

評

ひろば型）を週3
児・

価

病後児保育を実施する

シ

ため、かりがね子 回開

ー

催
育て支援センターの

ト

管理・運営を行う。 ・

（

子育てサークルへの貸

様

館
・病児・病後児保育

式

事業

位
置
づ
け

関連計画

１

刈谷市次世代育成支援

）

行動計画

根拠法令 児童

会

福祉法　刈谷市子育て

計

支援センター条例

対象

名

者 主に未就園児及びそ

担

の保護者 事業期間 平成

当

２４年度 ～

実施方法 ■

部

直営　□委託　□指定

次

管理　□補助・助成　

世

□その他

代育成部

一般会計

Ｂ
　
事
　

か

業
　
実
　
績

２２年度実

り

績 ２３年度実績 ２４年

が

度実績 ２５年度計画

　

ね

　　 　　　 かりがね子

子

育て支援センター かり

育

がね子育て支援センタ

て

ー
　　　 　　　 の運営

支

の運営
　　　 　　　 ・

援

子育て広場「きらきら

セ

広 ・子育て広場「きら

ン

きら広
　　　 　　　 　

タ

場」 　場」
　　　――

ー

――――― 　　　――

運

――――― ・子育てサ

営

ークルへの貸館 ・子育

事

てサークルへの貸館
・

業

病児・病後児保育の実

担

施 ・病児・病後児保育

当

の実施

各事業を実施し

課

、複合施設としての役

子

割を担った。

成果

(で

育

きたこと)

施設のさら

て

なる有効活用のため、

支

貸館の実施日数を増や

援

すための検討が必要で

課

ある。
課題

(できなか

款

 

 ったこと)

指標名

項

称（単位）
実績値 目標

目

値

２２年度 ２３年度 ２

担

４年度 ２５年度 ２７年

当

度

活動 開所日数（日）

係

― ― 307 307 30

子

7
指標

指標

他市との
比

育

較検証

て支援



績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

活動 ラッコちゃんルーム利用延べ組数（組） 1,675 1,913 1,943 2,000 2,000
指標
成果 ラッコちゃんルームグループ数（グループ） 4 6 7 7 7
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 10,012 8,713 11,712 合計 8,713,086 円
賃金 5,665,634 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 報償費 3,006,000 円
旅費 1,460 円

一般財源 0 10,012 8,713 11,712 需用費 39,992 円

職員人件費　② 0 718 707 737

総事業費（①＋②） 0 10,730 9,420 12,449

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

２

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

５

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

年

総合計画
分野 福祉安全

度

基本施策 次世代育成・

　

子育て支援
施策体系

施

刈

策の内容 地域における

谷

子育て支援

目
　
　
　
的

市

　発達について心配の

事

ある就学前の児童とそ

務

主
た
る
内
容

・ラッコち

事

ゃんルーム
の保護者に

業

対し、親子遊びや集団

評

療育、個人 　発達につ

価

いて心配のある幼児を

シ

対象に、遊
指導及び相

ー

談を行い、親子関係の

ト

充実、心身 びを通して

（

、相談を行う。
及びこ

様

とばの発達を支援する

式

。 ・ことばの相談室
　

１

ことばについて心配の

）

ある幼児を対象に、
グ

会

ループ指導または個別

計

指導を行う。

位
置
づ
け

名

関連計画 刈谷市次世代

担

育成支援行動計画

根拠

当

法令 刈谷市早期療育事

部

業実施要領

対象者 主た

次

る内容欄参照 事業期間

世

昭和５７年度 ～

実施方

代

法 ■直営　□委託　□

育

指定管理　□補助・助

成

成　□その他

部

一般会計
早期療

Ｂ
　

育

事
　
業
　
実
　
績

２２年

事

度実績 ２３年度実績 ２

業

４年度実績 ２５年度計

担

画

ラッコちゃんルーム

当

ラッコちゃんルーム ラ

課

ッコちゃんルーム ラッ

子

コちゃんルーム及びこ

育

と
　利用延べ組数　1

て

,675組 　利用延べ

支

組数　1,913組 　

援

利用延べ組数　1,9

課

43組 ばの相談室を実

款

施
ことばの相談室 こと

項

ばの相談室 ことばの相

目

談室
　利用延べ組数　

担

　352組 　利用延べ

当

組数　　368組 　利

係

用延べ組数　　422

児

組
（しげはら園管理運

童

営事業と
して実施）

　

福

平成23年度4月の総

祉

合健康センターの開設

係

以来、「ラッコちゃん

3

ルーム」と「ことばの

2

相談室」の利用者数は

2

増加して

成果 おり早期療育に役立っている。

(できたこと)

　本事業の利用に際し、明確な基準がないため、利用開始と利用終了の見極めが難しい。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 1,896 1,703 2,433 合計 1,703,223 円
賃金 1,385,745 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 旅費 1,660 円
需用費 96,818 円

一般財源 0 1,896 1,703 2,433 委託料 215,000 円
負担金、補助及び

職員人件費　② 0 718 707 737 交付金 4,000 円

総事業費（①＋②） 0 2,614 2,410 3,170

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ

２

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

５

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

年

　
業
　
概
　
要

総合計画

度

分野 福祉安全

基本施策

　

次世代育成・子育て支

刈

援
施策体系

施策の内容

谷

地域における子育て支

市

援

目
　
　
　
的

　児童が

事

良質なおもちゃに触れ

務

ることにより

主
た
る
内

事

容

 小学生以下の心身

業

障害児及び就学前の乳

評

幼児
心身の発達を促す

価

とともに、親子の愛着

シ

を深 を対象に、おもち

ー

ゃの紹介及び貸し出し

ト

を行
める。　　 う。

 

（

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

様

市次世代育成支援行動

式

計画

根拠法令 おもちゃ

１

ライブラリー設置要綱

）

対象者 主たる内容欄参

会

照 事業期間 平成２年度

計

～

実施方法 ■直営　■

名

委託　□指定管理　□

担

補助・助成　□その他

当部 次世代育成部

一

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

般

績

２２年度実績 ２３年

会

度実績 ２４年度実績 ２

計

５年度計画

おもちゃラ

お

イブラリーの実施 おも

も

ちゃライブラリーの実

ち

施 おもちゃライブラリ

ゃ

ーの実施 おもちゃライ

ラ

ブラリーの実施
おもち

イ

ゃライブラリー おもち

ブ

ゃライブラリー おもち

ラ

ゃライブラリー
　　　

リ

　入場者数　 1,2

ー

37人 　　　　入場者

事

数　28,226人 　

業

　　　入場者数　24

担

,721人
（しげはら

当

園管理運営事業と
して

課

実施）

　障害児と健常

子

児の生活を楽しく豊か

育

なものにするため、お

て

もちゃを通してふれあ

支

いの場所を提供した。

援

成果

(できたこと)

　

課

入場者の増加に伴い、

款

おもちゃの補充や修理

項

のための経費が必要と

目

なる。
課題

(できなか

担

 

 ったこと)

指標名

当

称（単位）
実績値 目標

係

値

２２年度 ２３年度 ２

児

４年度 ２５年度 ２７年

童

度

活動 おもちゃライブ

福

ラリー開設日（日/週

祉

） 2 4 4 4 4
指標
成果

係

おもちゃ貸出件数（件

3

） 806 6,302 6

2

,400 6,400 6

2

,400
指標

他市との
比較検証



2

1,000 22,00

2

0
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 7,683 7,878 16,632 16,884 合計 16,631,993 円
報償費 134,000 円

財
　
源

特定財源 2,389 1,651 2,788 3,971 需用費 1,415,595 円
役務費 279,134 円

一般財源 5,294 6,227 13,844 12,913 委託料 14,690,495 円
使用料及び賃借料 107,769 円

職員人件費　② 15,222 1,005 1,068 744 負担金、補助及び
交付金 5,000 円

総事業費（①＋②） 22,905 8,883 17,700 17,628

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 子育て支援交付金（国）
自動車・建物保険解約返戻金

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

５

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 福祉安全

　

基本施策 次世代育成・

刈

子育て支援
施策体系

施

谷

策の内容 地域における

市

子育て支援

目
　
　
　
的

事

　子育て中の保護者の

務

子育てへの不安感緩和

事

主
た
る
内
容

　地域子育

業

て支援拠点事業（セン

評

ター型）実
を図り、安

価

心して子育てできる環

シ

境を整備す 施施設とし

ー

て、乳幼児及びその保

ト

護者が相互
るとともに

（

、地域の子育て力の充

様

実を図る。 の交流を行

式

う場所を開設し、子育

１

てについて
の相談、情

）

報の提供、助言その他

会

の援助を行
う。
　場所

計

　刈谷市半城土町西裏

名

63－5
　休日　毎週

担

日曜日、年末年始

位
置

当

づ
け

関連計画 刈谷市次

部

世代育成支援行動計画

次

根拠法令 児童福祉法　

世

刈谷市子育て支援セン

代

ター条例

対象者 主に未

育

就園児及びその保護者

成

事業期間 平成１７年度

部

～

実施方法 ■直営　■

一

委託　□指定管理　□

般

補助・助成　□その他

会計
南部子育て支援

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

セ

績

２２年度実績 ２３年

ン

度実績 ２４年度実績 ２

タ

５年度計画

南部子育て

ー

支援センターの運 南部

運

子育て支援センターの

営

運 南部子育て支援セン

事

ターの運 南部子育て支

業

援センターの運
営 営 営

担

営

　安心・安全な遊び

当

場の提供、子育てにつ

課

いての情報発信、相談

子

、子育て講座などを実

育

施することで、安心し

て

て子育てで

成果 きる環

支

境の整備に努めた。

(

援

できたこと)

　利用者

課

ニーズの変化や職員へ

款

の業務負荷の平準化を

項

目的に各種講座の見直

目

しが必要である。
課題

担

(できなか 

 ったこ

当

と)

指標名称（単位）

係

実績値 目標値

２２年度

子

２３年度 ２４年度 ２５

育

年度 ２７年度

活動 開所

て

日数（日） 308 30

支

9 307 307 307

援

指標
成果 来所者数（人

係

） 32,206 22,

3

541 20,863 2



2

000 21,000
指

2

標
 

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 8,166 8,177 16,720 16,886 合計 16,719,781 円
報償費 138,500 円

財
　
源

特定財源 2,372 1,714 2,799 3,970 需用費 966,178 円
役務費 241,135 円

一般財源 5,794 6,463 13,921 12,916 委託料 14,530,765 円
使用料及び賃借料 838,203 円

職員人件費　② 15,222 1,005 1,068 744 負担金、補助及び
交付金 5,000 円

総事業費（①＋②） 23,388 9,182 17,788 17,630

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 子育て支援交付金（国）

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

５

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 福祉安全

　

基本施策 次世代育成・

刈

子育て支援
施策体系

施

谷

策の内容 地域における

市

子育て支援

目
　
　
　
的

事

　子育て中の保護者の

務

子育てへの不安感緩和

事

主
た
る
内
容

　地域子育

業

て支援拠点事業（セン

評

ター型）実
を図り、安

価

心して子育てできる環

シ

境を整備す 施施設とし

ー

て、乳幼児及びその保

ト

護者が相互
るとともに

（

、地域の子育て力の充

様

実を図る。 の交流を行

式

う場所を開設し、子育

１

てについて
の相談、情

）

報の提供、助言その他

会

の援助を行
う。
　場所

計

　刈谷市今川町1-7

名

07
　休日　毎週日曜

担

日、年末年始

位
置
づ
け

当

関連計画 刈谷市次世代

部

育成支援行動計画

根拠

次

法令 児童福祉法　刈谷

世

市子育て支援センター

代

条例

対象者 主に未就園

育

児及びその保護者 事業

成

期間 平成１９年度 ～

実

部

施方法 ■直営　■委託

一

　□指定管理　□補助

般

・助成　□その他

会計
北部子育て支援

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

セ

２年度実績 ２３年度実

ン

績 ２４年度実績 ２５年

タ

度計画

北部子育て支援

ー

センターの運 北部子育

運

て支援センターの運 北

営

部子育て支援センター

事

の運 北部子育て支援セ

業

ンターの運
営 営 営 営

　

担

安心・安全な遊び場の

当

提供、子育てについて

課

の情報発信、相談、子

子

育て講座などを実施す

育

ることで、安心して子

て

育てで

成果 きる環境の

支

整備に努めた。

(でき

援

たこと)

　利用者ニー

課

ズの変化や職員への業

款

務負荷の平準化を目的

項

に各種講座の見直しが

目

必要である。
課題

(で

担

きなか 

 ったこと)

当

指標名称（単位）
実績

係

値 目標値

２２年度 ２３

子

年度 ２４年度 ２５年度

育

２７年度

活動 開所日数

て

（日） 308 309 3

支

07 307 307
指標

援

成果 来所者数（人） 2

係

0,984 18,11

3

1 19,379 20,



できたこと) 場所だけにとどまらない、充実した事業にすることができた。

出張子育て広場を積極的に開催するなど、施設を持たない「子育て広場」であることを活かした事業の推進をすることが
課題

望ましい。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

成果 すくすく広場参加者数（人） 4,892 4,514 4,357 4,800 5,000
指標
成果 すくすくパパ広場参加者数（人） 428 312 283 300 350
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,435 4,312 3,488 3,558 合計 3,488,460 円
役務費 8,260 円

財
　
源

特定財源 1,026 904 584 2,160 委託料 3,472,200 円
負担金、補助及び

一般財源 2,409 3,408 2,904 1,398 交付金 8,000 円

職員人件費　② 1,450 574 714 744

総事業費（①＋②） 4,885 4,886 4,202 4,302

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４

Ｄ

年度特定財源名称

２４

　

年度迄の累積事業費 0

　

子育て支援交付金（国

　

）

２６年度以降の事業

Ｏ

費見込 0

　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

５

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 福祉安全

基本施

　

策 次世代育成・子育て

刈

支援
施策体系

施策の内

谷

容 地域における子育て

市

支援

目
　
　
　
的

　乳幼

事

児及び保護者が、相互

務

に交流を行う場

主
た
る

事

内
容

　親子で自由に遊

業

ぶ場所を提供しながら

評

、手
である地域子育て

価

支援拠点事業（ひろば

シ

型） 遊びや歌などのプ

ー

ログラムを実施する。

ト

を運営することで、保

（

護者の子育てに対する

様

○すくすく広場
不安感

式

の緩和及び地域の子育

１

て力の充実を図 日時　

）

毎週月・火・木曜日　

会

10時～16時
る。 ○

計

すくすくパパ広場
日時

名

　毎月第3土曜日　　

担

10時～16時
場所　

当

小山託児ルーム(小山

部

町4－50)

位
置
づ
け

次

関連計画 刈谷市次世代

世

育成支援行動計画

根拠

代

法令 児童福祉法

対象者

育

乳幼児とその保護者 事

成

業期間 平成１２年度 ～

部

実施方法 □直営　■委

一

託　□指定管理　□補

般

助・助成　□その他

会計
すくすく広場運

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

営

２２年度実績 ２３年度

委

実績 ２４年度実績 ２５

託

年度計画

地域子育て支

事

援拠点事業（ひ 地域子

業

育て支援拠点事業（ひ

担

地域子育て支援拠点事

当

業（ひ 地域子育て支援

課

拠点事業（一
ろば型）

子

の実施 ろば型）の実施

育

、出張子育て ろば型）

て

の実施、出張子育て 般

支

型）の実施、出張子育

援

て広
ＮＰ講座の開催 広

課

場の実施 広場の実施 場

款

の実施
ＮＰ講座の開催

項

ＮＰ講座の開催 国の制

目

度再編により「ひろば

担

型」から「一般型」に

当

変更
ＮＰ講座の開催

　

係

開館時間中の自由な時

子

間に、気軽に利用でき

育

る子育て広場を提供す

て

ることができた。また

支

、幼稚園教諭を講師に

援

迎えた

成果 「子育て講

係

座」や、親支援プログ

3

ラム「ノーバディズ・

2

パーフェクト（ＮＰ）

2

講座」などの開催により、単なる親子の居

(



２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

活動 開催日数（日） ― ― 142 147 147
指標
成果 参加者数（人） ― ― 3,515 3,600 3,700
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 2,425 2,600 合計 2,424,600 円
役務費 7,560 円

財
　
源

特定財源 0 0 406 2,010 委託料 2,409,040 円
負担金、補助及び

一般財源 0 0 2,019 590 交付金 8,000 円

職員人件費　② 0 0 361 376

総事業費（①＋②） 0 0 2,786 2,976

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 子育て支援交付金（国）

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

５

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 福祉安全

基本施

　

策 次世代育成・子育て

刈

支援
施策体系

施策の内

谷

容 地域における子育て

市

支援

目
　
　
　
的

　乳幼

事

児及び保護者が相互に

務

交流を行う場で

主
た
る

事

内
容

 親子で自由に遊

業

ぶ場所を提供しながら

評

、手遊
ある地域子育て

価

支援拠点事業（ひろば

シ

型）を びや歌などのプ

ー

ログラムを実施する。

ト

運営し、保護者の子育

（

てに対する不安感の緩

様

日時　毎週水・木・金

式

曜日　
和及び地域の子

１

育て力の充実を図る。

）

　　　10時～16時

会

場所　かりがね子育て

計

支援センター
　　　(

名

恩田町3-163-1

担

)

位
置
づ
け

関連計画 刈

当

谷市次世代育成支援行

部

動計画

根拠法令 児童福

次

祉法

対象者 乳幼児及び

世

その保護者 事業期間 平

代

成２４年度 ～

実施方法

育

□直営　■委託　□指

成

定管理　□補助・助成

部

　□その他

一般会計
きらきら

Ｂ
　
事

広

　
業
　
実
　
績

２２年度

場

実績 ２３年度実績 ２４

運

年度実績 ２５年度計画

営

　　　 　　　 地域子育

委

て支援拠点事業（ひ 地

託

域子育て支援拠点事業

事

（一
　　　 　　　 ろば

業

型）の開設・実施 般型

担

）の実施
　　　 　　　

当

国の制度再編により「

課

ひろば
　　　 　　　 型

子

」から「一般型」に変

育

更
　　　――――――

て

― 　　　――――――

支

―

　かりがね児童クラ

援

ブ移転後の施設に子育

課

て広場を新規開設する

款

ことで、親子が気軽に

項

集うことができる場所

目

を提供し、

成果 保護者

担

の子育てに対する不安

当

を緩和することができ

係

た。

(できたこと)

　

子

潜在的に支援が必要で

育

あると思われる親子の

て

ケアに携わるなど、地

支

域に密着した子育て支

援

援拠点である性質を活

係

かした
課題

事業を推進

3

することが望ましい。

2

(できなか 

 ったこ

2

と)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度



標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

活動 のびのび広場開設日数（日） ― 133 146 149 149
指標
成果 のびのび広場参加者数（人） ― 4,719 5,691 5,700 5,800
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 4,125 2,490 2,633 合計 2,490,120 円
役務費 8,600 円

財
　
源

特定財源 0 1,751 417 2,090 委託料 2,473,520 円
負担金、補助及び

一般財源 0 2,374 2,073 543 交付金 8,000 円

職員人件費　② 0 502 361 376

総事業費（①＋②） 0 4,627 2,851 3,009

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 子育て支援交付金（国）

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

５

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 福祉安全

基本施

　

策 次世代育成・子育て

刈

支援
施策体系

施策の内

谷

容 地域における子育て

市

支援

目
　
　
　
的

　乳幼

事

児及び保護者が、相互

務

に交流を行う場

主
た
る

事

内
容

　親子で自由に遊

業

ぶ場所を提供しながら

評

、手
である地域子育て

価

支援拠点事業（ひろば

シ

型） 遊びや歌などのプ

ー

ログラムを実施する。

ト

を運営することで、保

（

護者の子育てに対する

様

日時　毎週火・水・木

式

曜日　
不安感の緩和及

１

び地域の子育て力の充

）

実を図 　　　9時～1

会

4時30分
る。 場所　

計

東刈谷市民センター

位

名

置
づ
け

関連計画 刈谷市

担

次世代育成支援行動計

当

画

根拠法令 児童福祉法

部

対象者 乳幼児とその保

次

護者 事業期間 平成２３

世

年度 ～

実施方法 □直営

代

　■委託　□指定管理

育

　□補助・助成　□そ

成

の他

部

一般会計
のびの

Ｂ
　
事
　
業
　

び

実
　
績

２２年度実績 ２

広

３年度実績 ２４年度実

場

績 ２５年度計画

 地域

運

子育て支援拠点事業（

営

ひ 地域子育て支援拠点

委

事業（ひ 地域子育て支

託

援拠点事業（一
 ろば

事

型）の開設・実施 ろば

業

型）の実施 般型）の実

担

施
 国の制度再編によ

当

り「ひろば
 型」から

課

「一般型」に変更
　　

子

　―――――――

　開

育

館時間中の自由な時間

て

に気軽に利用できる子

支

育て広場を新規開設し

援

、提供することができ

課

た。これにより、児童

款

館の

成果 利用が少ない

項

児童が通学・通園して

目

いる時間の有効活用が

担

できた。

(できたこと

当

)

　0歳から18歳ま

係

での児童が利用できる

子

という児童館の環境を

育

活かし、夏休み期間な

て

どの長期休業中には、

支

広場の対象外
課題

とな

援

る児童との交流等をと

係

り入れることにより、

3

世代の枠を越えた事業

2

を検討する。
(できな

2

か 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目



もに、保護者の子育てと仕事の両立を支援することができた。

成果 また、対象学年の拡大に向け4か所の児童クラブで4年生の受入れを試行実施した。

(できたこと)

対象学年の拡大に向け、試行で行っている児童クラブの状況を分析するとともに、開設時間の拡大も視野に入れながら引
課題

き続き指導員の確保が必要である。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

活動 児童クラブ数（クラブ） 18 21 24 26 27
指標
成果 4月1日現在児童クラブ登録者数（人） 732 799 844 888 930
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 79,521 102,111 116,965 150,362 合計 116,964,784 円
賃金 106,058,524 円

財
　
源

特定財源 55,724 70,885 79,835 70,212 旅費 72,670 円
需用費 6,425,387 円

一

Ｄ

般財源 23,797 3

　

1,226 37,13

　

0 80,150 役務費

　

1,986,256 

Ｏ

円
委託料 588,00

　

0 円

職員人件費　②

　

5,799 5,743

∧

8,489 13,26

　

5 使用料及び賃借料
1

　

,833,947 円

実

総事業費（①＋②） 8

　

5,320 107,8

　

54 125,454 1

施

63,627

建
設
事
業

　

全体事業費（単位：千

　

円） 0 ２４年度特定財

∨

源名称

２４年度迄の累積事業費 0 放課後児童健全育成事業費補
助金（県）

２６年度以降の事業費見込 0 児童クラブ利用負担金

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

５

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 福

度

祉安全

基本施策 次世代

　

育成・子育て支援
施策

刈

体系
施策の内容 子ども

谷

の居場所づくり

目
　
　

市

　
的

　保護者が労働等

事

により昼間家庭にいな

務

い小

主
た
る
内
容

　開設

事

児童クラブ
学生低学年

業

児童に対し、放課後に

評

安心して過 　市内15

価

小学校区にそれぞれ開

シ

設
ごすことができる居

ー

場所を確保し、その健

ト

全 対象児童
な育成を図

（

る。 　小学1年生から

様

3年生
開設日
　日曜日

式

、祝日及び年末年始を

１

除く毎日
利用時間
　下

）

校時から18時30分

会

まで
　土曜日・長期休

計

みは8時から18時3

名

0分まで
利用料金
　3

担

,000円／月

位
置
づ

当

け

関連計画 刈谷市次世

部

代育成支援行動計画

根

次

拠法令 児童福祉法、放

世

課後児童クラブガイド

代

ライン

対象者 児童 事業

育

期間 昭和５５年度 ～

実

成

施方法 ■直営　□委託

部

　□指定管理　□補助

一

・助成　□その他

般会計
児童クラブ運

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

営

２年度実績 ２３年度実

事

績 ２４年度実績 ２５年

業

度計画

15小学校区で

担

実施（18児童ク 15

当

小学校区で実施（21

課

児童ク 15小学校区で

子

実施（24児童ク 15

育

小学校区で実施（26

て

児童ク
ラブ） ラブ） ラ

支

ブ） ラブ）
定　員：7

援

20人 定　員：840

課

人 定　員：960人 定

款

　員：1,040人
登

項

録者：732人（4月

目

1日現在）登録者：7

担

99人（4月1日現在

当

）登録者：844人（

係

4月1日現在）登録者

児

：888人（4月1日

童

現在）
　 ※2か所の児

育

童クラブで4年生 ※4

成

か所の児童クラブで4

係

年生 ※6か所の児童ク

3

ラブで4年生
受入れ試

2

行実施（10月～）　

2

受入れ試行実施（2か所は10月受入れ試行実施（2か所は10月
開始） 開始）

児童クラブの活動を通じて児童の健全育成を図るとと



91.7 96.2 96.3
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 131,948 199,751 3,626 9,207 合計 3,625,561 円
需用費 692,743 円

財
　
源

特定財源 8,333 137,333 0 0 役務費 475,713 円
備品購入費 2,457,105 円

一般財源 123,615 62,418 3,626 9,207

職員人件費　② 3,624 3,589 4,244 4,422

総事業費（①＋②） 135,572 203,340 7,870 13,629

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 502,065

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

５

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 福祉安全

基本施策 次

　

世代育成・子育て支援

刈

施策体系
施策の内容 子

谷

どもの居場所づくり

目

市

　
　
　
的

　学校敷地内

事

に児童クラブを整備し

務

、児童の

主
た
る
内
容

　

事

学校敷地外の児童クラ

業

ブを学校敷地内に移
安

評

全性、利便性を確保す

価

るとともに定員拡大 転

シ

・整備し2クラブ化を

ー

図る。
を図る。

位
置
づ

ト

け

関連計画 刈谷市次世

（

代育成支援行動計画

根

様

拠法令 児童福祉法、放

式

課後児童クラブガイド

１

ライン

対象者 児童 事業

）

期間 平成２０年度 ～ 平

会

成２５年度

実施方法 ■

計

直営　□委託　□指定

名

管理　□補助・助成　

担

□その他

当部 次世代育成部

Ｂ
　
事
　

一

業
　
実
　
績

２２年度実

般

績 ２３年度実績 ２４年

会

度実績 ２５年度計画

児

計

童クラブ建設（2施設

児

） 児童クラブ建設（3

童

施設） 児童クラブ校舎

ク

内整備(2施設)児童

ラ

クラブ校舎内整備(1

ブ

施設)
・朝日児童クラ

施

ブ ・住吉児童クラブ ・

設

富士松東児童クラブ ・

整

亀城児童クラブ
・かり

備

がね児童クラブ ・平成

事

児童クラブ ・衣浦児童

業

クラブ
児童クラブ校舎

担

内整備(1施設)・富

当

士松南児童クラブ
・日

課

高児童クラブ
実施設計

子

（2施設）
・平成児童

育

クラブ
・富士松南児童

て

クラブ

　小学校敷地内

支

に児童クラブを建設・

援

整備することにより、

課

児童の安全性・利便性

款

が向上し、安全に安心

項

して過ごせる居

成果 場

目

所が確保できた。

(で

担

きたこと)

　将来の需

当

要予測に即した児童ク

係

ラブの建築・改修計画

児

の策定が求められる。

童

課題

(できなか 

 っ

育

たこと)

指標名称（単

成

位）
実績値 目標値

２２

係

年度 ２３年度 ２４年度

3

２５年度 ２７年度

活動

2

児童クラブ数（クラブ

2

） 18 21 24 26 27
指標
成果 小学校敷地内児童クラブ整備率（％） 55.6 76.2


